
独立行政法人国立大学財務・経営センターの平成２２年度に係る業務の実績に関する評価

全体評価 ＜参考＞ 業務運営の効率化：Ａ 業務の質の向上：Ａ 財務内容の改善：Ａ

①評価結果の総括
・第二期の中期計画の達成に向けて順調に進捗している。
・国立大学財務・経営センターは、国立大学法人等における教育研究の振興に資するため、国立大学法人等における施設整備に必要な資金
の貸付・交付や財務・経営活動の向上に資する調査研究を行い、２２年度は、事業仕分けや東日本大震災の影響を受けながらも、中期計画・
年度計画に即し、国立大学法人ときめ細かい連携をとり、真に国立大学法人等を支援する姿勢で的確に業務を遂行し、各業務の効率化と品
質向上に役員及び職員一丸となって取り組んだ結果、計画を上回る実績をあげた。
本センターは設立以来、国立大学法人等と財務・経営面における情報交換、情報共有を行うことで、国立大学法人側からの信頼感も厚くな

り、特に国立大学附属病院における施設整備等は国民医療の最後の砦としての機能を維持するために、大きな役割を果たしている。

全体－１

②平成２２年度の評価結果を踏まえた、事業計画及び業務運営等に関して取るべき方策（改善のポイント）

（１）事業計画に関する事項
・広島大学本部地区跡地処分に関しては、平成２１年度の評価結果を踏まえ、当該跡地の処分に向けて、広島市や広島大学等とのより密

接な協議が行われている。引き続き、当該協議を踏まえつつ、新たに広島市から提示された具体的な事業スキーム案を基に、着実な取組
が期待される。
（２）業務運営に関する事項

・法人業務に対するニーズ把握について、国立大学法人等や国立大学協会とコミュニケーションを図るなどその努力は評価に値するものの、
一般からの意見聴取については、ウェブサイトだけの意見聴取となっており、その方法としては不十分であることから、関係者以外の意見を
積極的に把握するよう努めることが期待される。
（３）その他
・大学共同利用施設の利用率の向上を図るため、引き続き、利用案内パンフレット等を活用した利用率向上のための広報活動の充実が期
待される。

③特記事項
・事業仕分けや「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」については、着実に対応を進めている。
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項目別評価総表

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

Ⅰ　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべ
き措置

A A
Ⅲ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計
画

A A

　１　内部統制、組織の見直し及び業務改善の状況 A A 　１　財務状況及び保有資産の管理・運用等の状況 A A

　２  外部委託の検討・実施状況 A A 　２　自己収入の確保の状況 S B

　３  事務情報化の推進状況 A A
　３　人件費の削減、諸手当・法定外福利費等の状況及び給
与水準の状況

A A

　４　見直しの実効性確保及び決算情報・セグメント情報の
公表状況

B A Ⅳ　短期借入金の限度額 － －

　５　効率化の実施状況 S S Ⅴ　重要な財産の処分等に関する計画 － －

　６　随意契約の適正化等の状況 A A Ⅵ　剰余金の使途 A A

　７　大学評価・学位授与機構との統合の状況 － － Ⅶ　その他主務省令で定める業務運営に関する事項 A A

Ⅱ　国民に対して提供するサービスそのほかの業務の質向
上に関する目標を達成するためとるべき措置

A A 　１　人事管理の状況 A A

　１　国立大学法人等の財産管理等に関する協力・助言の
実施状況

A A 　２　中期目標期間を超える債務負担の状況 A A

　２　施設費貸付事業及び施設費交付事業の実施状況 A A

　（１）施設費貸付事業 A A
　○評価の評定について

　（２）施設費交付事業 A A

　３　高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経
営に関する調査及び研究の実施状況

A A

　４　財務・経営に関する情報提供等の実施状況 A A

　５　国から承継した財産等の処理の実施状況 B B

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

※「－」は当該年度では該当がないことを、「／」は終了した事業を表す。

独立行政法人国立大学財務・経営センターの平成２２年度に係る業務の実績に関する評価

　　【平成２１年度～】
　　Ｓ：特に優れた実績を上げている。
　　Ａ：中期目標通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標の達成に向かって順調に、
　　　　または中期目標を上回るペースで実績を上げている。
　　Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目
        標を達成し得ると判断される。
　　Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。
　　Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。

備考（法人の業務・マネジメントに係る意見募集結果の評価への反映に対する説明等）
本法人の業務・マネジメントに係る意見募集を実施した結果、意見は寄せられなかった。（意見が無かった場合）

中期目標期間中の評価の経年変化
※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※

項目名



【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）

区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
収入 支出
　運営費交付金 546 522 496 482 455 　センター事業費 297 308 276 220 228
　産学協力事業収入 284 291 292 129 121 　一般管理費 219 208 196 167 175
　受託事業収入 － 12 3 12 － 　産学協力事業費 291 277 262 100 92
　寄附金収入 － － 1 － － 　受託事業費 － 12 3 12 －
　長期借入金等 65,817 68,569 65,797 56,395 41,454 　施設費貸付事業費 65,817 69,124 67,186 58,170 38974
　長期貸付金等回収金 78,669 81,550 80,837 76,806 77,143 　施設費交付事業費 8,347 8,342 8,992 23,309 7084
　長期貸付金等受取利息 27,110 25,442 23,798 21,830 19,942 　長期借入金等償還 78,669 80,717 79,711 75,016 79655
　財産処分収入 － 6,300 7,800 6,800 5,600 　長期借入金等支払利息 26,993 25,213 23,473 21,419 19474
　財産賃貸収入 733 735 661 592 501 　租税公課等 135 139 136 121 116
　財産処分収入納付金等 1,195 123 6,398 13,278 130 　債券発行諸費 13 13 13 13 14
　有価証券利息 5 68 67 32 14 　債券利息 58 129 184 243 275
　雑収入 5 45 6 6 7 　その他の支出 3 4 4 4 4
　国立大学財務・経営センター法
　第１５条積立金取崩額

6,472 3,063 － － 3,684

計 180,835 186,720 186,156 176,362 145,367 計 180,842 184,487 180,435 178,795 146,091

（単位：百万円）

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

参考－1



区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

費用 収益

　経常費用 36,227 36,496 36,575 46,826 30,290 　経常収益 29,769 33,430 39,542 42,950 26,631

　　業務費 35,992 36,268 36,363 46,642 30,097 　　運営費交付金収益 490 496 603 383 400

　　　施設費交付金 8,347 8,342 8,992 22,134 7,821 　　共同利用施設貸付料収入 292 278 301 135 123

　　　減価償却費 86 128 102 114 104 　　政府等受託収入 － 12 3 12 －

　　　長期借入金支払利息 1,820 2,743 3,559 4,260 4,690 　　処分用資産賃貸収入 734 735 661 592 501

　　　承継債務支払利息 24,993 22,296 19,725 16,956 14,595 　　処分用資産売却益 － － － － －

　　　センター債利息 64 126 187 243 275 　　処分用資産売却収入 － 6,300 7,800 6,800 5,600

　　　その他経費 682 2,633 3,798 2,936 2,612 　　施設費交付金収益 1,195 123 6,398 13,278 130

　　一般管理費 221 215 199 170 179 　　施設費貸付金受取利息 1,942 2,974 3,887 4,672 5,159

　　　減価償却費 7 10 5 5 4 　　承継債務負担金債権受取利息 24,993 22,296 19,725 16,956 14,595

　　　その他経費 214 205 194 165 175 　　寄付金収益 0 0 0 0 0

　　財務費用 14 13 13 13 14 　　資産見返負債戻入 81 123 90 99 102

　　　長期借入金支払利息 － － － － － 　　財務収益 37 47 69 18 15

　　　承継債務支払利息 － － － － － 　　　運用利息 － － － － －

　　　センター債利息 － － － － － 　　　長期貸付金受取利息 － － － － －

　　　債券発行費等 14 13 13 13 14 　　　承継債務負担金債権受取利息 － － － － －

　臨時損失 0 － － － 10 　　　有価証券利息 37 47 69 18 15

　　雑益 5 45 5 6 6

計 36,227 36,496 36,575 46,826 30,300 計 29,769 33,430 39,542 42,950 26,631

純利益又は純損失（△） △ 6,458 △ 3,066 2,967 △ 3,876 △ 3,669

前中期目標期間繰越積立金取崩額 － － － 20 16

国立大学財務・経営センター法
第１５条積立金取崩額

6,472 3,063 － 3,896 3,684

目的積立金取崩額 － － － － －

総利益 14 △ 3 2,967 39 31

（単位：百万円）

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

参考－2



区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
資金支出 資金収入

　業務活動による支出 102,205 103,708 100,699 104,035 66431 　業務活動による収入 108,554 115,038 120,350 120,055 104004

　投資活動による支出 36,349 47,167 33,080 50,714 63392 　投資活動による収入 43,245 46,900 37,022 56,716 59631
　財務活動による支出 78,669 80,717 79,711 75,016 79655 　財務活動による収入 65,803 68,555 65,784 56,382 41440
　翌年度への繰越金 1,607 508 10,174 13,563 9160 　前年度よりの繰越金 1,228 1,607 508 10,174 13563

計 218,830 232,100 223,664 243,328 218638 計 218,830 232,100 223,664 243,328 218638

【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）
区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

資産 負債
　流動資産 1,005,924 990,602 979,294 956,419 914,436 　流動負債 83,578 82,450 77,369 81,852 83,014
　固定資産 9,360 8,742 9,393 7,985 7,586 　固定負債 884,192 872,951 863,699 840,300 800,707

　負債合計 967,770 955,401 941,068 922,152 883,721
純資産（資本）
　資本金 9,602 9,602 9,602 9,602 9,602
　資本剰余金 △ 782 △ 1,287 △ 1,578 △ 1,873 △ 2,155
　利益剰余金 38,694 35,628 38,595 34,522 30,854
　（うち当期未処分利益） 14 △ 3 2,967 39 31
　純資産（資本）合計 47,514 43,943 46,619 42,251 38,301

資産合計 1,035,134 1,015,284 999,344 964,403 922,022 負債純資産（資本）合計 1,015,284 999,344 987,687 964,403 922,022

（単位：百万円）

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

（単位：百万円）

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

参考－3



  （単位：百万円）
区分 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

Ⅰ　当期未処分利益 14 △ 3 2,967 39 31
　　当期総利益 14 △ 3 2,967 39 31
　　前期繰越欠損金 － ー － － －
Ⅱ　利益処分額 14 △ 3 2,967 39 31
　　積立金 14 △ 3 200 39 31
　　国立大学財務・経営センター法
　　第１５条積立金

－ － 2,767 － －

　　独立行政法人通則法第４４条
　　第３項により主務大臣の承認
　　を受けた額

－ － － － －

　　目的積立金 － － － － －

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
職種※ １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

役員 3 3 3 3 2
役員（非常勤） 1 1 1 1 2
研究職員 4 4 4 4 4
事務職員 22 22 22 22 22

30 30 30 30 30
※職種は法人の特性によって適宜変更すること

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）

参考－4



 

項目別－1 

 独立行政法人国立大学財務・経営センターの平成 22 年度に係る業務の実績に関する評価 

 

【（大項目）Ⅰ】 Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
【評定】 Ａ 

 

【(中項目)Ⅰ－１】 １ 組織の見直し状況 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

１ 国の定めた法令等を遵守し、事業に対する国立大学法人、大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校 

 機構（以下「国立大学法人等」という。）及び国民の信頼を維持しつつ業務を実施するため、業務内容を精査し、必要に応じ

 て組織の見直しを行う。 

 また、法人の行う業務については、その役割との関係を踏まえた既存事業の徹底した見直し等により、重点化、効率化 

 を進める。 

A    

評価基準 実績 分析・評価 

１ 国の定めた法令等を遵守し、事業に対す 

 る国立大学法人、大学共同利用機関法人、 

 独立行政法人国立高等専門学校機構（以下 

 「国立大学法人等」という。）及び国民の信頼 

 を維持しつつ業務を実施するため、業務内 

 容を精査し、必要に応じて組織の見直しを行 

 う。 

   また、法人の行う業務については、その役 

 割との関係を踏まえた既存事業の徹底した 

 見直し等により、重点化、効率化を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）役員の状況 

役員については、引き続き、理事長、理事及び監事２名（非常勤２名） 

の体制を維持した。 

 

（２）事務組織の状況 

平成 22 年度は、総務部長１名、審議役１名、総務課７名、施設助成課

６名、経営支援課５名の計 20 名の体制（平成 23 年 3 月 31 日現在）で

各事業を実施している。 

 

（３）研究組織の状況 

研究部については、５研究部門（ 高等教育財政論、高等教育計画論、

財務運営論、地域連携論、及び財務評価論）の体制を継続した。 

 平成 22 年度の人員配置については、平成 21 年５月末で研究部長 

（教授）が退職したため欠員となっていたポストについて、平成 22 年４月

に教授１名を採用し、同者が新たな研究部長に就任した。平成 22 年度

は研究部長１名、教育研究職員３名の体制で調査研究を実施している。 

 これらのほか、客員教員６名、外国人研究員（1/30-2/12）１名を配置

した。 

 

（４）運営組織の状況 

  理事長の管理運営責任の下で自律的に法人を運営するという独立行

○組織の見直しについては、理事長がリーダーシップを発

揮できる体制作りに努め、それが十分に機能していること

が評価できる。 

 

 

 

 

 

 

○研究組織の見直しについては、42 国立大学附属病院の

財務及び経営に関する調査研究を行い、国民の利用の最

後の砦機能を維持するために教授の配置等を行っている。

また、他の研究機関や大学でなしえない、センターの対象 

範囲である特殊な分野について、幅広い研究がなされてい

る。                                   

 

 

 

 

○適正な運営組織で効率的な運営がなされている。なお、

事業仕分けによる廃止事業が多いが、稼働中の事業項目



 

項目別－2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【法人の長のマネジメント】 
（リーダーシップを発揮できる環境整備） 
・ 法人の長がリーダーシップを発揮できる環

境は整備され、実質的に機能しているか。 
 
（法人のミッションの役職員への周知徹底） 
・ 法人の長は、組織にとって重要な情報等に

   政法人制度の趣旨を踏まえ、法人の意思決定を的確かつ迅速に行 うた

   め、以下の運営に関する組織において審議等を行い、適切な組織運営 

   に努めた。 

 ①運営評議会 

       理事長に対し助言を行う「運営評議会」（ 国立大学学長、学識 

  経験者等 15 名で構成） を平成 22 年６月、平成 23 年１月及び３ 

  月に開催した。 

        平成 22 年度は、平成 22 年度事業の進捗状況、平成 23 年度 

     年度計画等について審議を行った。 

 ②研究活動委員会 

           運営評議会における審議事項のうち、専門的な事項である調査

        研究について審議する「研究活動委員会」（国立大学法人等の教 

        員、研究者等 12 名で構成） を平成 23 年３月に開催した。 

            平成 22 年度は、平成 22 年度調査研究活動の進捗状況、平成

        23 年度年度計画のうち調査研究に係る事項、平成 23 年度研究 

    部人事等について審議を行った。 

        ③所内会議 

           所内会議として、役員、課長以上の事務職員、教授以上の教育

        研究職員で構成する「連絡会議」を毎月２回定期的に開催した。 

           当センターでは、より効率的かつ効果的に事業を推進するた  

        め、組織一体で各部・課所掌の事業に取り組むこととしており、 

        連絡会議においては、各種事業の進捗状況に関する情報交換を 

        行うとともに、各部・課で連携を図りながら事業展開するための協 

        議等を行った。 

           また、その結果について、同会議メンバーから各部・課の職員 

        に周知し、全職員で情報を共有するとともに、組織の意思決定の 

        迅速化につなげた。 

 

（５）内部統制の状況 

  ○法人の長のマネジメント環境の整備 

     予算・人事等の決定手続きについては、原則としてすべて理事長の   

  決定により実施することとなっている。ただし、定型的な事務処理等の 

  一部の軽微な案件については、「文書処理・決裁規則」に基づき、部課

  長の専決により実施している。 

  ○法人のミッションの周知・徹底 

については引き続き、効率的かつ機能的な組織運営を積極

的に推進することを期待する。                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○理事長をはじめとする役員、課長以上の事務職員、教授

以上の教育研究職員によって構成される連絡会議を原則、

毎月２回開催するなどし、センターの運営方針について全

役職員に対して周知徹底を図っている。 

 

 

 



 

項目別－3 

ついて適時的確に把握するとともに、法人

のミッション等を役職員に周知徹底してい

るか。 
 
 
 
 
（組織全体で取り組むべき重要な課題（リス

ク）の把握・対応等） 
・ 法人の長は、法人の規模や業種等の特性

を考慮した上で、法人のミッション達成を阻

害する課題（リスク）のうち、組織全体として

取り組むべき重要なリスクの把握・対応を

行っているか。 
 
・ その際、中期目標・計画の未達成項目（業

務）についての未達成要因の把握・分析・

対応等に着目しているか。 
 
（内部統制の現状把握・課題対応計画の作

成） 
・ 法人の長は、内部統制の現状を的確に把

握した上で、リスクを洗い出し、その対応計

画を作成・実行しているか。 
 
【監事監査】 
・ 監事監査において、法人の長のマネジメン

トについて留意しているか。 
 
・ 監事監査において把握した改善点等につい

て、必要に応じ、法人の長、関係役員に対し

報告しているか。その改善事項に対するその

後の対応状況は適切か。 

 

 

     原則、毎月２回開催する連絡会議（ 構成員：理事長、理事、監事、   

  課長以上の事務職員、教授以上の教育研究職員）において、必要に 

  応じ、当センターの運営方針について周知している。また、平成 22 年 

  度から新たな理事長が就任したことから、同理事長による運営方針を 

  作成のうえ、各執務室に掲示し、全役職員に対して周知徹底した。そ 

 のほか、少人数の組織のメリットを活かし、理事長自ら個々の職員との

 対話に努め、法人のミッションを周知徹底している。 

  ○リスク管理 

        法人運営上の課題やリスクが認識された場合、ただちに理事長に対

     し報告を行い、理事長、理事、部長、所管課長で対応について検討し、

     対処している。例として、平成 22 年４月に行政刷新会議による「事業 

     仕分け」の評価結果において、一橋記念講堂等の会議施設の運営事  

     業が廃止とされた際には、直ちにその影響（リスク） について検討し、 

     会議施設の利用者（利用予定者を含む）に対して影響が及ばないよう 

      に今後適切に対処する旨を当センターのウェブサイトに掲載するなど 

     迅速な対応を行った。 

 ○内部監査室 

         内部監査室において、平成 22 年４月に「平成 22 年度内部監査計 

      画」を作成し、９月に「諸手当の状況」の監査を実施し、通勤手当及び 

      扶養手当において、過払いが生じていた者に手当等の返納を実施し 

      た。 また、10 月に「科学研究費補助金」の監査を実施し、特段の問題 

      がないことが確認された。 

      内部監査結果については、理事長に報告を行うとともに、グループ 

   ウェアに掲載し、全役職員に周知した。 

   ○監事監査 

      平成 22 年６月に平成 21 年度期末監事監査を実施し、「平成 21 年

 度年度計画の進捗状況」、「随意契約の適正化を含めた入札・契約 の

 状況」、「給与水準の状況」、「内部統制の状況」、「財務諸表、決算報 

 告書、事業報告書並びに業務執行」について監査を実施した。また、 

 平成 22 年 12 月に平成 22 年度期中監事監査を実施し、「期中におけ 

 る平成 22 年度年度計画の進捗状況」、「随意契約の適正化を含めた 

 入札・契約の状況」、「内部統制の状況」、「情報開示の状況」について

 監査を実施した。 

         なお、監査結果については、理事長に報告を行うとともに、グループ

      ウェアに掲載し、全役職員に周知した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○内部監査、監事検査の結果をグループウェアを使って全

役職員に開示するなど、適切な内部統制が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－4 

   ○規則等の見直し 

      国からの要請に基づき、国家公務員退職手当法改正に準拠し、平  

  成 22 年４月に「職員退職手当規則」の必要な改正を行った。また、同  

  年 11 月に給与法改正に準拠し、俸給月額の減額改訂等を実施するた

 めの「役員給与規則」及び「職員給与規則」等の必要な改正を行った。

         また、平成 23 年３月末に経営支援課の廃止に伴う｢組織運営規     

   則｣、｢事務組織規則｣等の必要な改正を実施した。これらのほか、必 

     要な規則等の見直しを実施した。 

 

（６）法人業務に対するニーズを把握して、業務改善を図る取組 

       ①国立大学財務・経営支援懇談会 

              当センターの実施する事業について、国立大学法人等の実情を

          踏まえた事業展開を行うため、国立大学法人等の立場から提言い 

          ただき、今後の事業展開の検討に活用することを目的とした「国立大 

          学財務・経営支援懇談会（第３回）」を平成 22 年７月２日に開催した。 

      ②社団法人国立大学協会との連携強化 

          当センターが実施する事業について、国立大学法人等の実情を 

      踏まえた事業展開を行うため、(社)国立大学協会との連携を強化     

       し、高等教育及び国立大学法人等に関する情報の把握に努めた。

         さらに国立大学協会との意見交換会を毎月１回実施している。 

       ③国民からの意見聴取 

           当センターの業務・マネジメントに関し、国民からの意見を聴取     

        するため、平成 21 年９月から当センターのウェブサイトにおいて、

        随時意見募集を行っている。なお、平成 23 年３月末までに意見   

        の実績はない。 

 

（７）法人における職員の積極的な貢献を促すための取組 

       ①研修への参加 

           職員の専門性の強化や意識改革を図るため、受講対象者の要 

       件に該当する職員がいる場合には、可能な限り参加させている。 

       平成 22 年度は、19 件の研修に延べ 32 名が参加（対前年度比： 

        ５件増、６名増）した。 

       ②経費の削減・効率化のための職員への意見募集 

           平成 21 年度に策定した「独立行政法人国立大学財務・経営セ     

        ンターにおける自律的な無駄の削減への取組について（平成 21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国立大学や国立大学協会とコミュニケーションをとり、ニ

ーズを把握する努力は評価に値する。しかし、一般国民か

らの意見聴取に関しては、国民があえてアクセスしない限り

情報を見ることができないウェブサイトだけでは意見聴取の

方法としては不十分である。センターへのニーズの把握に

関して関係者以外の意見を積極的に把握するよう努めるこ

とを期待する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

○効率化のための経費の削減に関して職員の提案を募る

方法は、職員自らの意識を高める協力体制を得るために大



 

項目別－5 

        年 10 月 1 日付理事長決定）」に基づく「経費の削減・効率化のた 

        めの職員への意見募集」において職員から提案のあった意見を踏 

        まえ、平成 22 年度から所属部署を越えた職員の協力体制の推進

        によって、派遣職員の削減等を実施した。 

変効果的なユーザーインボルブメント手法である。       

 

【(中項目)Ⅰ－２】 ２ 外部委託の検討・実施状況 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシング可能なものについては、外部委託を推進するとともに、外部委託の契約内  

容も逐次見直し、より一層の効率化を図る。 
A    

評価基準 実績 分析・評価 

２ 業務内容の見直しを行い、アウトソーシン  

 グ可能なものについては、外部委託を推進

するとともに、外部委託の契約内容も逐次見

直し、より一層の効率化を図る。 

学術総合センター共用会議室等においては、適切な管理運営の実施

と効率化を図るため、利用者サポート業務及び会場設営サービス業務、

予約受付業務、請求補助業務の管理業務全般について、引き続き外部

委託を実施している。 

○アウトソーシング可能なものについては外部委託し、契約内

容も見直す等効率化を図っている。 

 

 

【(中項目)Ⅰ－３】 ３ 事務情報化の推進状況 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

３  事務情報化を推進し、事務処理のより一層の効率化を図る。 

A    

評価基準 実績 分析・評価 

３ 事務情報化を推進し、事務処理のより一  

 層の効率化を図る。 

（１）ＩＴインフラ等の契約の見直し 

   ＩＴインフラについて、現在利用しているものに比べ低廉なものが登 

場している状況を踏まえ、ネットワークやホスティングサーバーの見直

しを実施し、十分な内容かつ割安なサービスに移行し、事務処理及び 

経費の効率化を図った。 

 

（２）グループウェアを活用した電子決裁の推進 

      電子決裁の推進による事務の効率化を図るため、これまで実施して 

    いた購入申請、兼業等の許可に係る決裁に加え、平成 22 年度から、  

    出張依頼、会議等実施、自動販売機売上報告に係る決裁についてグ 

    ループウェアを活用した電子決裁を導入した。 

○ネットワークやホスティングサーバーの見直し等、低廉なＩＴ

インフラの導入により、事務処理及び経費の効率化を図るとと

もに、グループウェアを活用した電子決裁を導入し、一層の効

率化を図っている。 

 



 

項目別－6 

【(中項目)Ⅰ－４】 ４ 決算情報・セグメント情報の公表の充実 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

４ 事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させるこ 

 と等により見直しの実効性を確保するとともに、センターの財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情  

  報、セグメント情報の公表の充実等を図ることとする。 Ｂ    

評価基準 実績 分析・評価 

４ 事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析  

 の実施を促進し、その結果を事業選択や業  

 務運営の効率化に反映させること等により見 

 直しの実効性を確保するとともに、センター 

 の財務内容等の一層の透明性を確保する観 

 点から、決算情報、セグメント情報の公表の 

 充実等を図ることとする。 

 

 

（１）客観的な評価・分析の実施及びその結果の業務運営の効率化等へ

の反映 

    ○独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成 22 年 12 月  

        7 日閣議決定）への対応 

           独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（ 平成 22 年 12

       月 7 日閣議決定） を踏まえ、平成 23 年度から廃止とされる予定 

        の事業等について、組織及び事業の見直し等の対応を実施した。 

 

    ①国立大学財務・経営支援懇談会 

      当センターの実施する事業について、国立大学法人等の実情を

  踏まえた事業展開を行うため、国立大学法人等の立場から提言い 

  ただき、今後の事業展開の検討に活用することを目的とした「国立 

  大学財務・経営支援懇談会（第３回）」を平成 22 年７月２日に開催し

   た。（再掲） 

    ②独立行政法人評価委員会による評価結果への対応 

           文部科学省独立行政法人評価委員会による評価結果を踏ま 

        え、当センターにおける研究成果を業務展開に明確に反映させる 

       方策として、当センター役職員及び外部委員で構成される｢病院経 

       営分析検討チーム｣の設置等や大学共同利用施設利用者の満足 

       度調査に係るアンケートの回収率強化、広島大学本部地区跡地の

       処分に係る広島大学等の関係者との密接な協議など、必要な対応

       を実施した。 

 

（２）決算情報、セグメント情報の公表の充実等 

          平成 21 年度決算から、「大学共同利用施設の管理運営事業」を 

        「国立大学法人等に対する財務経営支援事業」から独立して表示し

        た。 

 

 

○独立行政法人の事務・事業の見直しの結果に沿った組織

及び事業の見直し等を実施した。                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○広島大学跡地処分に関しては、現在の社会状況から見ても

やむをえないとせざるを得ない中、広島大学等の関係者との

密接な協議を行うなど、必要な取組がなされていると判断され

る。 

 

 

 

 

 

○国立大学財務･経営支援懇談会や病院経営分析検討チー

ムの設置等、業務運営の深化を通じて決算情報、セグメント

情報の公表の充実等が図られた。                 

 



 

項目別－7 

【(中項目)Ⅰ－５】 ５ 経費の削減状況 【評定】 Ｓ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

５ 運営費交付金を充当して行う業務については、業務の質の向上を図りつつ、既存事業の徹底した見直し、効率化を図 

  る。このため、一般管理費（退職手当を除く。）に関し、計画的な削減に努め、中期目標の期間中、毎事業年度につき 

  ３％以上の削減目標を達成するほか、その他の事業費（退職手当を除く。）について、中期目標の期間中、毎事業年度 

  につき１％以上の業務の効率化を図る。 

     また、大学共同利用施設の管理運営費等についても業務の効率化を図ることとし、その具体的成果について、引き続

  き毎年度公表することとする。 

Ｓ    

評価基準 実績 分析・評価 

５ 運営費交付金を充当して行う業務につい 

 ては、業務の質の向上を図りつつ、既存事 

 業の徹底した見直し、効率化を図る。このた 

 め、一般管理費（退職手当を除く。）に関し、 

 計画的な削減に努め、３％以上の削減目標 

 を達成するほか、その他の事業費（退職手当 

 を除く。）について、１％以上の業務の効率化 

 を図る。 

    また、大学共同利用施設の管理運営費等 

 についても業務の効率化を図ることとし、そ 

 の具体的成果について、引き続き公表する。 

（１）運営費交付金を充当して行う業務に係る効率化の状況 

   文部科学大臣の認可を受けた中期計画に基づき策定した年度計画

の予算に、一般管理費は３％、その他の事業費は１％ の効率化が盛

り込まれており、年度計画に掲げる予算について適正に執行してお 

    り、年度計画以上の効率化が達成できた。 

 

ａ   一般管理費（退職手当を除く）の効率化の状況 

    平成 22 年度は、以下の取組により、16.9%の効率化が図られた。 

・  ハイヤーの借上の廃止、建物管理業務や本部－ 東京連絡所間の 

 ネットワーク及びホスティングサービスの仕様、当センターの要覧及び

 法令集等の加除式図書の必要部数等の見直しにより、経費の削減が

 図られた。 

・  ＩＴインフラについて、現在利用しているものに比べ低廉なものが登 

  場している状況を踏まえ、ネットワークやホスティングサーバーの見直

     しを実施し、十分な内容かつ割安なサービスに移行し、事務処理及び

    経費の効率化を図った。（再掲） 

ｂ  事業費（退職手当を除く）の効率化の状況 

   平成 22 年度は、以下の取組により、15.0%の効率化が図られた。 

・   派遣職員により行っていた業務の職員による実施や賃貸借期間満 

  了後の複写機の再契約により、経費の削減が図られた。 

・   平成 22 年度から所属部署を越えた職員の協力体制の推進によっ 

  て、派遣職員の削減等を実施した。（再掲） 

・   国立大学財務・経営情報システムの管理運用業務については、契 

 約内容を見直し、年間契約からスポット契約に変更し、経費の削減を 

○21 年度に引き続き、一般管理費及び事業費の大幅な削減

が実施されたことは、評価できる。派遣職員を削減して職員が

協力体制を図るなど、役職員一丸となった努力の跡が見られ

る。なお、管理運営業務を年間契約からスポット契約に変更す

る場合には、運営上の品質低下及びコスト増加を招かないよ

うより一層配慮することが必要。 
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 図っている。 

 

（２）大学共同利用施設の管理運営費に係る効率化の実施状況 

   建物の管理業務の仕様見直しの実施により、大学共同利用施設の

    管理運営費についても経費の削減が図られた。 

    会議室予約管理システムの管理運用業務については、契約内容を

  見直し、年間契約からスポット契約に変更し、経費の削減を図っている。 

（３）その他業務効率化への取組 

  ①自律的無駄削減への取組 

    平成 21 年度に策定した「独立行政法人国立大学財務・経営 

   センターにおける自律的な無駄の削減への取組について（ 平成 

     21 年 10 月 1 日付理事長決定）」に基づく「経費の削減・効率化 

     のための職員への意見募集」において職員から提案のあった意見

     を踏まえ、平成 22 年度から所属部署を越えた職員の協力体制の 

     推進によって、派遣職員の削減等を実施した。（再掲） 

     ②旅費の節減・効率化 

         航空機による出張の際取得したマイルや航空会社の提供する 

     法人向けサービスを活用し、旅費の節減・効率化を図っている。 

 

（４）業務効率化の具体的成果の公表 

   平成 21 年度の効率化の具体的成果については、業務実績報告   

 書本編及び資料編に掲載し、引き続き当センターのウェブサイトで公 

 表を行った。 
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S 評定の根拠（A 評定との違い） 
【定量的根拠】 
［中項目Ⅰ－５］ ５ 経費の削減状況 
  ○年度予算において、一般管理費は３％、その他の事業費は１％の効率化を計画しているが、実績として一般管理費の削減は１６．９％、その他の事業費の削減率は１５．０％と、大

幅な効率化が図られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【定性的根拠】 
［中項目Ⅰ－５］ ５ 経費の削減状況 
  ○平成２２年度から所属部署を越えた職員の協力体制の推進によって、派遣職員の削減等を実施するなど、役員及び職員一丸となって削減に努力している。 
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【(中項目)Ⅰ－６】 ６ 随意契約の適正化等の推進 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

６ 契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、独立行政法人整理合理化計画に基づき、随意契約の適 

 正化等を推進する。 

 A    

評価基準 実績 分析・評価 

６ 契約については、原則として一般競争入 

 札等によるものとし、独立行政法人整理合理  

 化計画に基づき、随意契約の適正化等を推 

 進する。 

 

【契約の競争性、透明性の確保】 
・ 契約方式等、契約に係る規程類について、

整備内容や運用は適切か。 
 
・ 契約事務手続に係る執行体制や審査体制

について、整備・執行等は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【随意契約等見直し計画】 
・ 「随意契約等見直し計画」の実施・進捗状況

や目標達成に向けた具体的取組状況は適

切か。 

（１）審査体制の整備方針 

 契約に係る審査体制については、内部監査室による事前審査、監事  

 監査による事後チェックを実施することとし、平成21年度から契約監視 

 委員会において、随意契約見直し計画の進捗状況等のフォローアップ 

 及び競争性のない随意契約、一者応札となってしまった案件の事後審 

 査等を行うこととしている。 

 

（２）契約事務における一連のプロセス、執行・審査の担当者の相互のけ 

ん制 

       契約事務に係る執行体制については、実施伺の場合、「所管課長 

   －総務部長－理事－理事長」の決裁を経て決定され、入札等に係る 

   決議書の場合、「総務課長－ 総務部長－理事－理事長」の決裁を経 

   決定している。 

   また、上記プロセスにおいて、課長の決裁終了後、内部監査室へ   

の合議を行い事前審査を実施し、不備等があれば所管課等への修 

    正を依頼している。 

       さらに、監事監査において事後チェックを行い、見直すべき点があ 

    れば指摘事項として、理事長に報告を行っている。 

 

（３）整備された体制の実効性確保 

 上述のとおり、内部監査室の事前審査においては所管課への修正依 

 頼により、また、監事監査による事後チェックにおいては理事長への監 

 査結果の報告によって、チェック体制の実効性を確保している。 

 

（４）「随意契約見直し計画」の進捗状況 

 ○随意契約見直し計画（平成22年4月）を策定し、ウェブサイトに公表し 

   ている。 

○平成22年度の競争性のない随意契約については、随意契約による 

○契約に係る審査体制は強化され、随意契約の見直しが進

められ、一者応札における応札条件、応札者の範囲拡大のた

めの取組も効果を発揮していることは評価できる。 

 

 

○契約業務のプロセスは適正なものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○21 年度に続いて「契約監視委員会」を設置し、随意契約は

真にやむを得ないものに限定するなど努力が見られる。 
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【個々の契約の競争性、透明性の確保】 
・ 再委託の必要性等について、契約の競争

性、透明性の確保の観点から適切か。 
 
・ 一般競争入札等における一者応札・応募の

状況はどうか。その原因について適切に検

証されているか。また検証結果を踏まえた

改善方策は妥当か。 
【関連法人】 
・ 法人の特定の業務を独占的に受託している

関連法人について、当該法人と関連法人と

の関係が具体的に明らかにされているか。 
 

 

 

 

 

     ことが真にやむを得ないものとされた「本部固定資産使用料 

  （4 ,435,300円）」と｢貸室賃貸借契約（1 ,389,060円） ｣の２件となって 

  いる。 

○一者応札における応札条件、応札者の範囲拡大のための取組 

     平成21年度に策定した改善方策を踏まえ、平成22年度のすべて 

 の案件において公告期間の延長やウェブサイトにおける調達予定情 

報等の提供を実施し競争性の確保に努めた結果、一般競争入札また

は企画競争入札で契約したもののうち、一者応札・一者応募であった 

案件については、平成21年度は４件であったが、平成22年度は２件と 

なった。 

 

（５）契約における再委託の状況の把握 

   再委託を行っている契約については、該当はなかった。 

 

（６）契約状況の点検・見直し 

   「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（ 平成21年11 

 月17日閣議決定） 及び平成2 1年1 1月24日付文科会第22 8号文部科

 学大臣通知に基づき、競争性のない随意契約の見直しの徹底及び一 

 般競争契約等が真に競争性が確保されているか点検見直しを行うた 

 め、平成21年度に当センターの監事２名及び外部有識者２名で構成さ 

 れる「独立行政法人国立大学財務・経営センター契約監視委員会」を 

 設置した。 

  また、｢独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針｣（ 平成22年

12月7日閣議決定） 及び｢独立行政法人の契約状況の点検・見直しに

ついて｣（平成22年7月9日文部科学省大臣官房長通知）を踏まえ、平 

成22年度以降も当該委員会を設置し、平成23年２月には、当該委員 

会において、平成22年度末までに契約締結が予定されている案件に 

係る契約の点検及び随意契約等見直し計画について審議を行った。 

このことについて、特段の指摘事項はなく、適切・妥当等と判断され 

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公告期間の延長やウェブサイトにおける調達予定情報等の

提供を実施し競争性の確保を図っている。 
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【随意契約等見直し計画の実績と具体的取組】 

①平成 20 年度

実績 

②見直し計画 

（H22 年 4 月公

表 

③平成 22 度

実績 

②と③の比較増減

（見直し計画の進

捗状況） 

 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

競争性

のある

契約 

24 191,198 35 208,626 9 41,901 △26 △66.725

競

争

入

札 

20 165,722 31 181,691 6 21,163 △25 △160,528

企

画

競

争、

公

募 

4 25,476 4 26,935 3 20,738 △1 △6,197

競争性

のない

随契 

12 21,204 1 3,776 2 6,966 1 3,190

合計 

 
36 212,402 36 212,402 11 48,867 25 163,535

 

【原因、改善方策】 

   キャンパス・イノベーションセンターの管理運営業務の廃止等により、

契約については件数、金額とも減少している。 

 なお、競争性のない随意契約について、平成 22 年度は１件増加して

いるが、見直し計画に含まれていないものであり、契約監視委員会にお

いても真にやむを得ないものとされており、随意契約見直し計画に沿っ

て行っている。 
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【一者応札・応募の状況】 

①平成 20 年度 

実績 

②平成 22 年度 

実績 

①と②の比較増減 

 

 

件数 金額 

（千円） 

件 金額 

（千円） 

件数 金額 

（千円） 

競争性のある契約 24 191,198 9 41,901 △15
△

149,297

うち、一者応札・

応募となった契

約 

12 63,183 2 5,203 △10 △57,980

一般競争契約 10 59,516 2 5,203 △8 △54,313

指名競争契約 0 0 0 0 0 0

企画競争 2 3,667 0 0 △2 △3,667

公募 0 0 0 0 0 0

 

不落随意契約 0 0 0 0 0 0

 

【改善方策】 

  すべての案件において公告期間の延長やウェブサイトにおける調達予

定情報の提供を実施し競争性を高めている。 

 

【一般競争入札における制限的な応札条件の有無と適切性】 

  適切な発注ロットとなっているかどうか、仕様や審査基準が明確である

かどうか、について十分に検討し、調達に際して求めている実績要件等

については、当該実績要件等が満たされなければ調達目的が達成でき

ないという合理的な理由がない限り、要件を付していない. 

 

【関連法人の有無】 

 なし。 
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【(中項目)Ⅰ－７】 ７ 独立行政法人大学評価・学位授与機構との統合 【評定】 － 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

７  「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日閣議決定）により、大学教育研究活動面と経営面の改革の 

  支援を一体的に図るため、平成２２年度末までに独立行政法人大学評価・学位授与機構と統合を行う。このため、必要 

  な準備を進める。 －    

評価基準 実績 分析・評価 

７  「独立行政法人整理合理化計画」(平成１ 

  ９年１２月２４日閣議決定)に基づく独立行政 

 法人大学評価・学位授与機構との統合につ 

 いては、「独立行政法人の抜本的な見直しに 

 ついて」（平成２１年１２月２５日閣議決定）に 

 おいて、当面凍結されているが、必要に応じ 

 適切な対応を行う。 

 

「独立行政法人整理合理化計画」(平成 19 年 12 月 24 日閣議決定) 

（以下、「整理合理化計画」という。）に基づく独立行政法人大学評価・学   

学授与機構との統合については、「独立行政法人の抜本的な見直しに

 ついて」（平成 21 年 12 月 25 日閣議決定） において、当面凍結された

 ことを踏まえ、平成 22 年度においては特段の措置は講じなかった。 

－ 
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【（大項目）Ⅱ－1】 
Ⅱ 国民に対して提供するサービスそのほかの業務の質向上に関する目標を達成するためとる

べき措置 

【評定】 Ａ 

【(中項目)Ⅱー１】 １ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言 

効果的・効率的に施設費貸付事業及び施設費交付事業を実施する上で、国立大学法人等が保有する多様な財産を有

効活用することが重要であり、そのため、下記のとおり、これらの事業に密接に関連する財産管理等に関する協力・助言事

業を実施する。 

① 国立大学法人等の適切な財産管理等に資するため、各大学が抱える共通の課題について、その処理実績を収集し、

   情報の提供を行う。 

② 個別問題の解決のため、求めに応じ外部の専門家を活用した法律相談等を行い、適正に処理できるよう協力する。 

  ③ 国立大学法人等関係者を対象とする研究協議会を年２回程度開催する等により、協力・助言を行う。 

A    

【インプット指標】  

 

（中期目標期間） H21 H22 

決算額（千円） 58,109 61,613

従事人員数（人） 3 3

※ 決算額等については、当該評価項目に対応した区分をしていないため、国立大学法人等 

 の施設費交付事業及び財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言等の 

 決算額等を記載している。 

 

 

 

 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

１ 国立大学法人等の財産管理、財産処分及

び財産の有効活用に関する協力・助言 

効果的・効率的に施設費貸付事業及び施設

費交付事業を実施する上で、国立大学法人等

が保有する多様な財産を有効活用することが

重要であり、そのため、下記のとおり、これらの

事業に密接に関連する財産管理等に関する協

力・助言事業を実施する。 

 

① 国立大学法人等の適切な財産管理等に資

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 各国立大学法人等の共通課題の処理実績の収集・情報提供 

○各事業において、適切な取組が行われている。       

 

 

 

 

 

 

 

 

○国立大学からの相談 26 件に対する適切な対応、センタ
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するため、各大学が抱える共通の課題につい

て、その処理実績を収集し、情報の提供を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 個別問題の解決のため、求めに応じ外部の

専門家を活用した法律相談等を行い、適正に処

理できるよう協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 国立大学法人等関係者を対象とする研究

協議会を２回程度開催する等により、協力・助

言を行う。 

  

 国立大学法人等の適切な財産管理に資するため、各法人が抱える 

共通の課題について、その処理実績を収集し、情報の提供を行ってい 

 る。具体的には、当センターが国立大学法人等からの過去の相談実績 

 によって蓄積されたノウハウや専門家を活用することにより、当該相談 

 に対する助言等を行っている。 

    平成22年度は、26件の相談があり、当該相談にはすべて適切に対応

 した。 

    また、過去に受けた法律相談をとりまとめた「法律相談事例集」や過 

 去のメールマガジンで掲載していた担保の解説を総括した「担保解説 

 書」をウェブサイトの財産管理・施設整備に関する情報コーナーに掲載 

 して、当センターの蓄積した情報等の提供に努めた。 

 

② 外部の専門家を活用した法律相談等 

 センターが、国立大学法人等の財産管理に関する相談のうち、高度 

 かつ専門的な内容を含む相談を受けた場合には、弁護士等の専門家 

 に法律相談を行い問題の解決を図っている。 

平成22年度の実績については、以下のとおりである。 

 

（ 平成22年度の相談の実績） 

相談等の内容区分      26（６）件 

 （内訳）  土地建物の処分関係     12（０）件 

        土地建物の維持管理関係   ３（２）件 

              その他                             11（４）件  

※ （ ）内の数値は、法律相談で内数である。 

 

③ 研究協議会の実施 

  国立大学法人等の適切な財産管理に資するため、国立大学法人等

 関係者を対象として、年２回の研究協議会を以下のとおり開催した。 

 

【（第１回）国立大学法人等の財産管理に関する研究協議会】 

テーマ： 

（１）多様な財源を活用した施設整備の取組状況について 

（２）施設マネジメントの必要性とその実践に向けて 

（３）国立大学法人等の資産管理について 

（４）事例紹介 

ーの蓄積情報の提供、参加者の満足度の高い年２回の研

究協議会の開催など、ようやく各国立大学法人への貢献が

活発になり始めた。 
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（４－１）三重大学：公募事業者による地下水浄化施設の整備について

（４－２）大分大学：厚生労働省補助金を活用した事業について 

開催日：平成22年６月７日（月）13： 00～ 17：00 

場所：学術総合センター一橋記念講堂 

対象者：国立大学法人等関係者 

参加者数：274人 

 

【（第２回）国立大学法人等の財産管理に関する研究協議会】 

テーマ： 

（１）今後の国立大学法人等施設整備における中長期的な推進方策に 

      ついて 

（２）サステイナブルキャンパスを実現するための視点 

（３）事例紹介 

（３－１） 名古屋大学： ファシリティマネジメントに基づく名古屋大学 

                     キャンパスマスタープラン2010 

（３－２）香川大学：民間資金を活用した学生寮整備 

開催日：平成22年10月１日（ 金） 13： 30～ 17： 00 

場所：学術総合センター一橋記念講堂 

対象者：国立大学法人等関係者 

参加者数：260人 

 

  また、参加者に対して、当該研究協議会に係るアンケートを行った結

果、「大変参考になった」、「参考になった」と回答した者の割合が、第１

回目においては85.5％、第２回目においては93.2％となり、参加者の満

足度は高かった。 

さらに、当センターウェブサイトの「施設整備の情報提供」のページに、

過去の研究協議会の会議資料を掲載するなど、積極的な情報提供に努

めた。 

 

独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針において、講ずべき措

置とされた「財産管理・処分・有効活用に関する協力・助言を廃止する」

について、22 年度限りで当該業務を廃止とし、23 年度予算に関連予算

を計上していない。 
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【（中項目）Ⅱ－２】 ２ 施設費貸付事業及び施設費交付事業の実施状況 

【評定】 Ａ 

【(小項目)Ⅱ－２－①】 （１）施設費貸付事業 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

（１）施設費貸付事業 

 ① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、大学附属病院

  の施設整備及び国立大学の移転による整備等に必要な資金として貸付けを行う。 

 ② 貸付けに当たっては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の財務状況等を十分勘案し、償還確実性の審査等

  を行う。 

 ③ 貸付事業に必要となる財源として、長期借入れ又は債券発行により資金の調達を行う。その際、国立大学法人及び 

  大学共同利用機関法人の財務及び経営の改善に資するよう、公募等による効率的な資金の調達に努める。 

 ④ 貸付事業に係る債権について確実に回収し、長期借入金債務等の償還を確実に行う。 

A    

【インプット指標】  

 

（中期目標間） H21 H22 

決算額（千円） 48,420 50,700

従事人員数（人） 2 2 

 

 

 

 

 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（１）施設費貸付事業 

 ① 文部科学省の施設整備等に関する計画 

  に基づき、国立大学法人に対し、大学附属 

  病院の施設整備等に必要な資金として貸付 

  けを行う。 

 

 

 

 

 

 ②  貸付けに当たっては、国立大学法人の財 

  務状況等を十分勘案し、償還確実性の審査 

  等を行う。 

  

① 施設費貸付事業の実績 

 平成 22 年度は、文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき 

、33 国立大学法人（74 事業）に対し、大学附属病院の施設整備等に 

  必要な資金として、38,974 百万円の貸付を行った。 

  なお、翌年度繰越額 7,745 百万円については、平成 23 年３ 月 11 

  日に発生した東日本大震災に伴う事業の遅延によるものである。 

  また、貸付不用額 4, 385 百万円については、各国立大学法人にお    

  いて入札を行った結果、落札価格と予定額との間に差額が生じたた    

  め、貸付を行う必要がなくなったものである。 

 

② 償還確実性の審査等 

ａ  審査に係る規程等 

  施設費貸付事業については、「独立行政法人国立大学財務・経営 

  センター施設費貸付規程（ 平成16年８月２日理事長決定）」、「独立 

○国立大学法人の資金需要に応じ、施設費貸付事業が適

切かつ円滑に実施された。                     

○施設費貸付事業財源の調達については、引き続きＡＡ+の

格付けを得てセンター債券を発行し、過去最低金利である

0.672%で調達を達成。また借入と貸付の時期を勘案して効

率的な運用ができるよう、貸付先と連絡を密にした点、確実

な償還のための現地調査など、単なる貸付償還業務ではな

く、国立大学法人の経営と一体となった業務遂行姿勢は、評

価できる。国立大学法人との関係だけでなく、広く社会に目

を向け、金融市場の動向を探るための努力も見てとれ、セン

ターの主要業務に対する品質向上の努力が大きい。 
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  行政法人国立大学財務・経営センター貸付金債権管理規程（ 平成 

  16年８ 月２ 日理事長決定）」、「独立行政法人国立大学財務・経営 

  センター施設費貸付事業審査基準（ 平成16年８ 月２ 日理事長決 

  定）」及び「審査基準等の運用手続き（ 平成18年３ 月15日理事長決 

  定）」に基づき適正に審査を実施した。 

 

    ｂ 具体的審査内容 

   平成22年度は、前年度の国立大学法人からの文部科学省への概

  算要求時及び借入金認可申請時における事前審査、国立大学法人

   から当センターへの借入申請時における本審査を実施した。 

      事前審査は、国立大学法人の概算要求時に文部科学省における

  翌年度の貸付対象事業の選定に資するため、償還確実性を中心に 

  実施した。さらに文部科学省への借入金認可申請時における審査に

  おいては、事業内容、借入時期の妥当性及び収支見込みの妥当性 

  について審査を実施した。 

     国立大学法人からの借入申請時における本審査においては、① 

  事業内容、②償還能力、③担保力について総合的な審査を実施し 

  た。① については申請内容が文部科学大臣の定めた範囲内である

  かどうか、② については借入金及び債券発行残高が診療収入の 

  100分の400以内であるかどうか、及び借入金等元利償還額が事業 

  年度における診療収入の100分の30以内であるかどうか、③ につい

  ては担保物件の評価額が債務残高を超過しているかどうかについ 

  て審査を実施した。 

 

    ｃ 貸付金債権の管理 

     貸付金債権の回収を確実なものとするため、国立大学法人から 

  「施設費貸付事業状況報告書」等を提出させ、貸付事業の実施状況

 及び担保物件の異動状況等について確認を行った。また、国立大学 

 法人の財務諸表確定後に財務状況について報告させるとともに、「経

 営管理の指標に関する資料」により、附属病院に係る診療収入及び 

 医業費用等の推移を確認し、償還確実性に影響を与えるような著し 

 い変動がないことを確認した。 
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③ 貸付事業に必要となる財源として、長期 

  借入れ及び債券発行により資金の調達を行 

    う。その際、国立大学法人の財務及び経営  

    の改善に資するよう、公募等による効率的 

   な資金の調達に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 施設費貸付事業財源の調達 

 ａ 長期借入金 

  平成22年度は、施設費貸付事業の財源として財政融資資金から  

36,454百万円（ 平成21年度からの繰越額184百万円を含む）の長期 

借入を行った。 

 

 ｂ  センター債券の発行 

  上記借入金のほか、センター債券の発行により市場から5,000百万 

円の資金調達を行った。 

   センター債券の発行に当たっては、投資家の投資判断に資するた 

   めの「債券内容説明書」を作成し、個別投資家訪問及びウェブサイト 

   の整備等ＩＲ 活動（ 投資家向け広報活動）を積極的に行い、透明性の

   確保に努めるとともに、センター債券に係る格付を取得した。 

   なお、債券発行に係る主幹事証券会社及び格付機関の選定につい

ては、企画競争を実施し、主幹事証券会社については、５社から応札

があり、うち２社を選定、また、格付機関については、２社から応札が 

あり、１社を選定した。 

【センター債券発行状況】 

発行総額（額面価額）    50億円 

格付け             ＡＡ＋ （㈱格付投資情報センター（Ｒ＆ Ｉ）） 

引受並びに募集の取扱者 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱及びみずほ証券㈱ 

募集の受託会社       ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

 

  ｃ 国立大学法人等の資金計画に対する適切な対応 

  施設費の貸付に当たっては、国立大学法人等の資金計画に適切に

対応するため、財政融資資金からの借入は６ 月以降、毎月１回実施 

した。また、センター債券の発行は、市場環境を勘案して平成 23 年２ 

月４日に条件決定し、同月 25 日に発行した。 

   なお、工期の遅延等により借入計画の遅れが生じないよう、各法人

から、資金計画表、支払い日程調査表の提出を月に一度求め、当セ 

ンターにおいて、未契約等が確認された場合には、各法人から契約時

期、支払計画の時期等の事情を聴取し、確認するなど連絡を密にして

対応した。 

  さらに、資金計画を正確に把握するため、自然災害が発生した場 

合、工事の大幅な遅延により資金計画の変更が予想されることから、
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④ 貸付事業に係る債権について、貸付先に 

  払込通知書を発行するなど長期借入金債務 

     等の償還を確実に行う。 

そのような場合には直ちにセンターに報告するよう、国立大学法人等 

に対し、メールマガジン及び電子メールにて周知するとともに、当該地

域に対しては当センターから個別で状況の確認を行った。 

 

 ｄ  金融市場の状況把握 

  資金調達、特にセンター債券発行に向けて、金融市場の状況など 

を把握するため、担当職員を証券会社等民間機関が主催するセミナ 

ーへ参加させた。 

【セミナー参加状況】 

○ 22. 6.18 資本市場セミナー（三菱 UFJ ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券（株）） ３名参加 

○ 22. 7.28 学校法人財務・経営セミナー（日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ証券（株）） ４名参加 

○ 22. 9.17 資本市場セミナー（三菱 UFJ ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券（株）） １名参加 

○ 22. 9.27 政府系機関セミナー（みずほ証券（株）） ２名参加 

○ 22.10. 8 日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ金融セミナー（日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ証券（株）） １名参加 

○ 22.12.10 資本市場セミナー（三菱 UFJ ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券（株）） ２名参加 

○ 23. 2.15 日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ証券セミナー（日興ｺｰﾃﾞｨｱﾙ証券（株）） ２名参加 

 

④ 債権回収及び債務償還の状況 

  独立行政法人国立大学財務・経営センター貸付金債権管理規程等  

  に基づき、国立大学法人から貸付金の回収を行うとともに、財政融資  

 資金に対する長期借入金債務の確実な償還を実施（回収及び償還は 

 毎年度９月及び３月）した。 

 また、回収の確実性を確保するため、金銭消費貸借契約に基づき、 

 状況報告書の徴取（ 毎事業年度終了後に事業状況報告書及び事業完 

 了報告書を徴取）、財務諸表等の徴取（ 貸付期間中において、毎事業 

 年度終了後に前年度の決算に関する財務諸表等を徴取）を実施したほ

 か、３国立大学法人に対して、貸付対象事業に係る現地調査を実施し 

 た。 

 平成 22 年度の債権回収については、要回収額 15,707 百万円に対 

  し、15,707 百万円を回収し、回収率 100％ であった。また、債務の償還

  については、回収した金額のうち 13,220 百万円を財政融資資金に償 

 還 した。 

 なお、平成 23 年３月末現在において、貸倒懸念債権等は存在しない。 
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【(小項目)Ⅱ－２－②】 （２）施設費交付事業 【評定】  Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

（２）施設費交付事業 

① 文部科学省の施設整備等に関する計画に基づき、国から承継した旧特定学校財産を処分することで得られる収入、

 各国立大学法人等からの財産処分収入の一定部分の納付金等の財源により、国立大学法人等に対し、施設整備等に

 必要な資金として交付を行う。 

② 施設費交付事業の実施に当たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179

 号）」に準じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図る。 

A    

【インプット指標】 

 

（中期目標期間） H21 H22 

決算額（千円） 58,109 61,613

従事人員数（人） 3 3

※ 決算額等については、当該評価項目に対応した区分をしていないため、国立大学法人等 

 の施設費交付事業及び財産管理、財産処分及び財産の有効活用に関する協力・助言等の 

 決算額等を記載している。 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（２）施設費交付事業 

 ① 文部科学省の施設整備等に関する計画 

  に基づき、国立大学法人等に対し、施設整 

  備等に必要な資金として交付を行う。 

  

 

 

 

 

 

 

  ② 施設費交付事業の実施に当たっては、 

    「補助金等に係る予算の執行の適正化に関 

    する法律（昭和 30 年法律第 179 号）」に準  

    じ、交付対象事業の適正な実施の確保を図 

    る。 

 

① 施設費交付事業の実績 

 平成 2 2 年度は、文部科学省の施設整備等に関する計画に基づ 

き、90 国立大学法人等（ 100 事業） に対し、施設整備等に必要な資 

   金 7,090 百万円を交付した。 

 交付金の支払いについては、国立大学法人等の資金需要に適切に対 

  応するため、国立大学法人等の請求に基づき概算払いにより行った。 

  なお、次年度確定見込額 1,729 百万円については、複数年度事業 

として年度途中に交付しているもの及び東日本大震災に伴う事業の 

遅延によるものである 

 

②  施設費交付事業の適正な実施 

   施設費交付事業の実施に当たっては、独立行政法人国立大学財 

   務・経営センター法及び同法により準用する「補助金等に係る予算の 

   執行の適正化に関する法律（ 昭和 30 年法律第 179 号）」、さらには 

   「独立行政法人国立大学財務・経営センター施設費交付事業費交付  

   要綱（ 以下、交付要綱という）」等に基づき、交付対象事業の適正な実  

○財源確保を含め、施設費交付事業が適切かつ円滑に実

施された。 
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   施の確保を図っている。具体的には、当センターは、各国立大学法人 

   等から、法人名、事業名、交付申請額、事業の目的と内容などが記載

   された交付申請書の提出を受け、①交付申請額が予算の範囲内か、 

   ②事業の目的・内容が文部科学大臣の施設整備等に関する計画及び

   文部科学大臣の定めに合致したものか等について審査し、適正と認 

   められたため、交付決定を行った。 

      また、当該事業完了後には、各国立大学法人等から提出された実 

   績報告書について、① 当該報告事業が上記法令等に反することなく 

   実施されたか、② 当該報告事業が交付決定の内容及びこれに付した

   条件に適合しているかなどの審査を行い、適正と認められたために交

   付金の額の確定を行った。 

      これらのほか、施設費交付事業に係る予算の執行の適正を期する 

   ため、８ 国立大学法人に対して、施設費交付対象事業に係る現地調 

   査を実施した。 

 

③  施設費交付事業の財源の確保 

       国立大学法人等が国から出資された土地を処分した場合、その処 

   分収入の一部を当センターに納付する仕組みとなっており、平成 22 

   年度は、６ 国立大学法人から 130 百万円が納付された。また、当セン

   ターが承継した旧特定学校財産である東京大学生産技術研究所跡地

   については、平成 22 年４月に国立新美術館用地として独立行政法人

   国立美術館に土地持分を売却したことによる代金 5, 600 百万円及び 

   平成 22 年６月に当センターが所有し、同法人に賃貸している未売却 

   持分の土地使用料 501 百万円（※1）の収入があった。さらに、施設費

   交付事業の財源とするため、資金を運用し、14 百万円（ ※ 2）の運用 

   益を得たところである。 

 ※ 1：土地使用料 501 百万円のうち 113 百万円は当該土地に係る固定資産税相当分

    であり、その差額 388 百万円が、施設費交付事業の財源となる。 

   ※ 2： 14 百万円は平成 22 年度における現金収納額。そのほか、平成 23 年度に満期

              となる国債に係る利息が１百万円ある。 
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【(中項目)Ⅱ－３】 ３ 高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究 
【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの融資等の業務を有効かつ確実に実

施するため、これまで蓄積してきた研究成果に基づき、下記のとおり、これらの業務に密接に関連する調査及び研究を

行う。 

① 大学の財務及び経営に関する国内外の事例等を参考にしつつ、マネージメント・システムとその運用について、調 

 査研究を進める。 

  特に、国立大学法人の基盤的教育研究経費の水準及び授業料の在り方について、国際比較や国内の実証的デー

タの分析等に基づく調査研究を実施し、研究成果をとりまとめる。 

②   高等教育財政に関連する内外の動向を踏まえた調査研究を進める。 

      特に、持続可能な高等教育財政の確立に資するため、大学に対する予算及びファンディングシステムに関する調 

   査研究を実施し、研究成果をとりまとめる。 

③   各国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料の収集、国立大学法人の特性に応じた比較及び時系列分析 

   を行う。 

④   ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネージメント）事業に参加するとともに、諸外国の高等教育財務及び経営に関す

   る研究機関との国際交流を推進し、あわせて国内外の大学等の諸機関との研究協力を進める。 

⑤  上記調査研究の成果を公開し、関係者の参考に供するとともに、高等教育財政・財務研究会を年５回程度、シンポ

   ジウムを年１回、講演会を年２回程度開催し、また、研究紀要を年１回、研究報告などを随時刊行する。 

A    

【インプット指標】 

 

（中期目標間） H21 H22 

決算額（千円） 97,517 100,160

従事人員数（人） 3 4 

 

評価基準 実績 分析・評価 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営

に資することを目的として、センターの融資等

の業務を有効かつ確実に実施するため、これ

まで蓄積してきた研究成果に基づき、下記の

とおり、これらの業務に密接に関連する調査

及び研究を行う。 

 

 

 

 

研究部（常勤の教育研究職員４名）では、高等教育に係る財政及び国

立大学法人等の財務・経営の改善を図るため、また、文部科学省独立

行政法人評価委員会による「平成 21 年度に係る業務の実績に関する

評価」において、「研究テーマの設定から、センターの業務展開との関係

付けを図っておくなどの努力が期待される」との指摘を受けて、センター

の事業展開との関係付けを踏まえ、（１）大学の財務・経営に関する調査

研究活動、（２） 国立大学附属病院の経営状況調査、（３） 内外の高等

教育財政に関する調査研究活動、（４） 国立大学法人の財務及び経営

に関する関係資料の収集分析、（５） Ｉ Ｍ Ｈ Ｅ 事業等への参加などを行

っており、また、（６）これらの調査研究の成果の公開を積極的に進めた。

○今後の国立大学経営に資する調査研究が着実に遂行され

ており、一定の成果をあげている。特に「病院経営分析検討チ

ーム」による検討が開始されたことに付き、効果ある研究成果

が公表されることを期待する。 
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 ① 大学の財務及び経営に関する国内外の 

  事例等を参考にしつつ、マネージメント・シ 

  ステムとその運用について、調査研究を進 

  める。 

    特に、平成１９年度から開始した法人化 

    後の基盤的な教育研究経費水準と授業料 

    収入のあり方に関するプロジェクト研究を 

    継続し、国内における歴史的研究および実 

    証的研究、海外との比較研究をさらに進め 

    る。今年度は関連文献・資料・データの収 

    集を継続するとともに、４年間の成果のとり 

  まとめを行う。また、国立大学の組織・運 

  営や財務管理等について、学長らを対象 

  に実施したアンケート調査結果の詳細分 

  析をとりまとめ、その最終報告を行う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）大学の財務・経営に関する調査研究活動 

 平成 19 年度から、国立大学の授業料の在り方と基盤的教育研究経

 費を支えるための経費水準についての研究を中心的なプロジェクトとし

 て実施し、外部の高等教育研究者と協力し、授業料の設定及び基盤的

 教育研究経費の算出に関わる① 国内の歴史的経緯に関する研究、 

 ② 海外との国際比較研究、③国内におけるデータ収集と分析、の３つ

 の側面から調査研究を進めており、平成 22 年度は、２回の研究会を 

 開催した（第１回：平成 22 年６月７日、第２回：平成 22 年 10 月１日）。 

 国立大学の授業料の在り方の研究については、英国のオックスフォ 

ード大学、イングランド高等教育財政カウンシル（HEFCE)、米国のハ 

ーバード大学等で海外調査を実施し、歴史的、実証的及び国際比較 

による研究を進め、研究成果の一部は当センターの紀要である『大学

財務経営研究』において、それぞれ論文として公表した。 

  基盤的教育研究経費の算出に関わる① 国内の歴史的経緯に関す

る研究では、「講座研究費」及び「校費」の概念と根拠、並びに校費の 

下位概念（「学生経費」、「教官研究費」等） の実態と積算校費単価の 

比較をし、公立大学に対する地方交付税財源措置に関する研究成果

とともに、平成 22 年５月 30 日に日本高等教育学会第 13 回大会で発

表を実施した。 

    ②海外との国際比較研究については、欧米の政府予算制度と内部

資金配分制度に関する情報収集を継続しており、過年度の情報と総 

合して、当センター研究部から日本の高等教育機関への示唆を抽出 

する作業を実施している。特に英国アストン大学講師のマーガレット・ 

ウッズ氏と共同で進めている内部資金配分制度の日英比較研究のた

め、平成 23 年２月６日から 13 日にかけて英国内の５ 大学（インペリ 

アル・カレッジ、アストン大学、デモンフォート大学、ハダスフィールド大

学、シェフィールド大学）を調査した。また、英国における高等教育予 

算削減と授業料上限引上げをセットにした新政策について、大学側の

対応策をヒアリングし、現地における最新の情報を得た。 

    ③国内調査におけるデータ収集と分析については、平成 20 年 12 

月から平成 21 年２月にかけて、全国立大学の学長、財務担当理事、 

学部長を対象にアンケート調査を実施し、詳細な分析結果を平成 22 

年５月 30 日に日本高等教育学会第 13 回大会において発表した。そ 
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 ②  国立大学附属病院の経営状況を把握 

   するため、資料・データの収集、整理及び 

     分析などの調査研究を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の後、既存の分析内容を深めるとともに、追加の分析結果を加えて、 

平成 22 年９月に最終報告書（ 研究報告第 12 号）を刊行し、全国の 

国立大学法人等に配布した（ 配布数： 516 冊）。また、同時に国内の 

国立大学における教育研究経費の実態調査を実施し、10 月末時点で

財務データの収集を終了し、実際の経費の算出と分析をし、さらに、 

研究論文データベース（ Web of Science） から学術論文等の刊行物

実績を把握し、投下された研究費との相関分析を実施した。 

    そのほか、国公立大学の法人化後の実態を継続的に把握するた 

め、平成 22 年４月 23 日に横浜市立大学、８ 月 25 日に北見工業大 

学、10 月８ 日に福井大学、11 月 12 日に山形大学、12 月９日に宮城 

教育大学の訪問調査を実施した。 

   上記のうち、「基盤的教育研究経費を支えるための経費水準につい

ての研究」については、平成 22 年度を最終年度としているため、研 

究成果の最終的な取りまとめを実施した。 

 

（２） 国立大学附属病院の経営状況調査 

    国立大学附属病院を取り巻く財政的な環境が非常に厳しい状況を

踏まえ、特に当センターの主要な業務である施設費貸付事業に関連 

して、平成 21 年９月から国立大学附属病院の経営実態の正確な把 

握・分析のため、各大学等の収集分析しているデータの整理、経営管

理及び財務管理システムの運用状況、大学病院としての特殊性等の 

経営への影響等について調査研究を開始している。 

   具体的には、各大学がより効率的、効果的に病院経営を実践でき 

るよう、以下の３点からなる国立大学病院財務管理指標の提案に向 

けて調査研究を進めている。 

  ① ユニットコストの推定・比較：平成 22 年度から数大学を対象とし 

     て試行している。 

  ② 大学における財務構造とユニットコストの比較： 大学間の差異の

  要因を分析し、各大学が自らの財務構造を見直すためのテンプレ 

  ート（計算モデル）の作成に向けて検討を進めている。 

  ③ 財務計画テンプレートの作成： 当センター融資部門と連携しつ 

  つ、各大学が自ら長期的な財政計画を構築するためのテンプレー 

  トの検討を進めている。 

  このうち、「②大学における財務構造とユニットコストの比較」につ 

いては、中間報告として病院の資産データ（特に設備関係）を経年別 
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に整理・分析し、病院経営に与える影響、大学の種別（旧帝国大学、 

新設医科大学等） による傾向（設備更新の情況、規模等）、今後の設 

備更新の方向性などをまとめ、病院長会議を通じて各大学病院に報 

告（平成 23 年３月７日）した。 

  そのほか、附属病院における医療技術製品の政府調達について、

そこにかけられた事務コスト、職員の負荷、所要時間を分析する研究 

を２ つの国立大学附属病院の協力のもとに行った。この研究成果は、

内閣府行政刷新会議・公共サービス改革分科会のヒアリング会合（平

成 23 年１月 20 日） で発表を行い、また、『フィナンシャル・レビュー』 

誌（財務省財務総合政策研究所刊） の平成 23 年度第３ 号（通巻第 

10 号）に論文が掲載された。 

  さらに、平成 22 年度に就任した当センターの新理事長のリーダー 

シップの下、国立大学附属病院の危機的財務状況に起因する「地域 

医療の最後の砦としての公的使命機能」及び「教育研究機能」の低下

に対して、当センターがより一層充実した支援機能を果たすため、準 

備委員会による２回の検討を経て、平成 22 年８月に、センター役職 

員及び外部委員で構成される「病院経営分析検討チーム」を設置し、 

当センターの実施する貸付事業等により国立大学附属病院の公的使

命機能の向上を図るため、当センターが行う附属病院の分析や貸付・

交付事業等の在り方について検討を開始した。（開催実績 第１回：  

平成 22 年 10 月 25 日、第２回： 平成 23 年１月 31 日、第３回：平成 

23 年３月 29 日） 

  また、当該検討チームをより効果的に機能させるため、ワーキング

グループを設置し、平成 23 年度に実施する調査研究の詳細なターゲ

ットの絞り込み、スケジュールなどを整理し、第３回の検討会議に報告

した。（開催実績 第１回： 平成 23 年２月 22 日、第２回： 平成 23 年 

２月 28 日、第３ 回： 平成 23 年３月９日） 

  なお、この取組は、文部科学省独立行政法人評価委員会による評

価結果において調査・研究の必要性が指摘されており、また、平成 21

年６月 18 日参議院文教科学委員会においても国立大学附属病院の 

運営状況の把握等の必要性が議論されていることに的確に応えようと

したものである。 
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  ③  高等教育財政に関連する内外の動向 

     を踏まえた調査研究を進める。本年度は、 

     従来から進めてきた米国、英国の他、北 

     欧系諸国の大学財政についても調査を行 

     い、大学の予算制度及びその配分につい 

     て日本との比較研究を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 内外の高等教育財政に関する調査研究活動 

  高等教育財政の調査研究に関連して、平成 22 年７月 24 日から 27

日に米国・サンフランシスコで開催された米国大学経営管理者協会 

（ NACUBO） の年次総会に参加した。本総会のメインテーマは、緊縮

財政の下での大学運営について、理論と実践の橋渡しを検討するも 

のであり、同国の研究者及び実務担当者との意見交流・研究交流を 

通じて情報収集を進めた。また、米国テネシー州において、州内の高 

等教育機関に対する経常予算額を算出する算式（フォーミュラ）に、大

学の業績を反映させる大きな改革があり、その経緯、趣旨、内容、既 

存の業績ファンディングとの関係を詳細に確認するため、同州高等教 

育委員会の財政分析ディレクターであるラス・デイトン氏とリサーチデ 

ィレクターの柳浦猛氏を日本に招聘し、特別講演会（参加者数 44 名） 

と研究会を実施した。 

   その後、平成 22 年 11 月２日から３日に国際シンポジウム「大学の 

活力を育てる：大学支援機関の役割」を開催し、海外５ 名（米国・英 

国・フランス・韓国・OECD）、国内５ 名の講師を招聘し、95 名の参加 

者を得て、盛況のうちに終了した。その成果については、報告書にま 

とめて、平成 22 年度中に刊行した。 

  また、平成 20 年度から平成 21 年度に実施した大学の設置形態に

関する国際比較研究プロジェクト（海外７カ国と日本のガバナンス比 

較）について、その研究成果の深化等を図り、平成 22 年９月に研究 

報告第 13 号として刊行し、全国の国立大学等に配布した（配布数：  

516 冊）。 

  北欧諸国の動向に関する研究活動については、フィンランド・ヘルシ

ンキ大学から講師４名を招聘し、平成 23 年２月４日に「フィンランドと 

日本の大学改革：第２回フィンランド日本高等教育セミナー」を東京で 

開催した（参加者数 59 名）。本セミナーには、外国人研究員としてデ 

ンマークから招聘したエヴァンシア・シュミット氏も参加し、ノルディック 

諸国で進む機関統合や自律性の付与、業績連動の資源配分を中心と

した大学改革と日本の国立大学法人化を比較検討した。また、平成 

21 年度に外国人研究員として招聘したノルウェー・オスロ大学教授の

トム・クリステンセン氏から研究紀要への本研究に関連した論文の寄 

稿を得ている。 
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④ 各国立大学法人の財務及び経営に関  

 する関係資料を収集し、平成 21 年度の 

  国立大学法人の財務・経営に関する現状 

  分析及び過去６年間の時系列比較分析を 

  行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ＯＥＣＤのＩＭＨＥ（高等教育機関マネー 

   ジメント）事業に参加するとともに、諸外 

  国の高等教育財務及び経営に関する研 

  究機関との国際交流を推進し、あわせて 

  国内外の大学等の諸機関との研究協力 

  を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 国立大学法人の財務及び経営に関する関係資料の収集分析 

  当該年度計画に関しては、平成 21 年度の各国立大学法人の決算 

データを収集し、データの加工整理・分析を実施した。なお、本作業は

『平成 22 年度版国立大学の財務』の刊行の基礎作業となっている。 

   また、平成 21 年度の各国立大学法人の予算・収支・資金計画等に

  ついても、データの収集し、上記の決算と予算との関係性についての 

  調査・分析を併せて実施した。なお、平成 22 年度についても、平成 21  

   年度に引き続き各国立大学法人の財務・経営情報をより良く活用でき

   るように『国立大学法人財務データ概要』（Ａ４サイズのコンパクト版）  

  を作成した。平成 23 年２月 22 日には、『平成 22 年度版国立大学の 

   財務』刊行記念セミナーを実施し、『国立大学法人財務データ概要』を 

   関係機関に配布した。 

 

（５） Ｉ Ｍ Ｈ Ｅ 事業等への参加 

 当センターの現研究部長は、OECD-IMHE 事業の運営委員会（B 
    oard） メンバーであり、事務局とも常に密接な協力関係にあること か 

  ら、日常的に IMHE の活動状況を確認しながら、日本国内における研 

   究活動の進展を図っている。このような協力・交流関係を基に、平成 

   22 年 11 月２日から３日に開催された既出の国際シンポジウムでは、 

  OECD-IMHE の分析官であるファブリス・エナール氏を日本に招聘し 

   た。 

      また、平成 19 年度に米国高等教育管理者協会( SHEEO)と共同で 

   実施した米国州政府から州立大学への予算配分方法に関する調査結

   果について、その後、政策科学的視点から考察した結果を論文にまと

   め、平成 22 年５月１日に米国教育研究学会（AERA） 年次総会で発 

   表した。その際に、米国を主とした高等教育研究者との研究交流を図 

    った。なお、同論文は、米国教育省の ERIC データベースに所蔵され 

    ている（論文番号： ED510030）。 

  平成 22 年 10 月７日から８日には、カナダ・バンクーバーのブリティ 

 ッシュ・コロンビア大学で開催された第７ 回高等教育改革国際ワーク

 ショップにおいて、当センター研究部が日本を代表して発表を行うとと

 もに、各国研究者との研究交流を図っている。 

    なお、外国人研究員（客員准教授） として、デンマークのオーフス 

 大学准教授のエヴァンシア・シュミット氏を平成 23 年１月 30 日から２ 

 月 12 日に招聘して、日本の国立大学法人における科学技術研究と 
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⑥ 上記調査研究の成果を公開し、関係者 

  の参考に供するとともに、高等教育財 

   政・財務研究会を５回程度、シンポジウ 

   ムを１回、講演会を２回程度開催し、ま 

   た、研究紀要を 1 回、研究報告などを随   

   時刊行する。 

 その財源措置を国際的視点から検討し、デンマークの科学技術政策 

 との比較研究を実施した。研究成果の一端は、平成 23 年２月４ 日に

 「フィンランドと日本の大学改革： 第２回フィンランド日本高等教育セミ

 ナー」で発表され、最終成果はワーキングペーパーとして取りまとめ 

 られている。 

   平成 23 年３ 月 11 日から 13 日には、英国のオックスフォード大学

 で開催された『日本・イギリス・ヨーロッパにおける国家と大学』につい

 ての高等教育国際セミナーに出席し、日本の大学改革の現状を報告

  し、各国参加者と情報交換し、研究交流を図っている。平成 23 年３  

 月 14 日には、イングランド高等教育財政カウンシル(HEFCE)を訪問 

 し、英国の高等教育財政についてインタビューを実施し、３月 25 日   

 には、米国のハーバード大学を訪問し、同国の高等教育財政の現状

 について関係者にインタビューを実施した。 

 

（６）調査研究の成果の公開 

①  高等教育財政・財務研究会 

      平成22年度は、平成22年６月５日、26日、７ 月12日、平成23年３ 

       月５日に４回開催した。なお、第５ 回は、平成23年３月23日に開催 

       予定であったが、東日本大震災のため、やむを得ず中止した。 

②  シンポジウム 

         平成22年11月２日から３日に国際シンポジウム「大学の活力を育 

      てる： 大学支援機関の役割」を開催し、海外５名（米国・英国・フラン

      ス・韓国・OECD）、国内５名の講師を招聘し、95名の参加者を得て、

     盛況のうちに終了した。その成果については、報告書にまとめて、平

     成22年度中に発刊した。（再掲） 

      また、平成23年２ 月４ 日には、フィンランド・ヘルシンキ大学から 

     講師４名を招聘し、「フィンランドと日本の大学改革：第２回フィンラン 

     ド日本高等教育セミナー」を東京で開催した（参加者数59名）。 

③  講演会 

      平成22年４月９日に「大学における監査文化の圧力とアカデミズ 

   ムへの影響」をテーマに、ラッセル・クレイグ氏（ニュージーランド・カ 

   ンタベリー大学教授） による講演会を開催した（参加者数：44名）。 

      また、平成22年９月29日に「テネシー大学における高等教育政策 

   の転換とファンディングの改革」をテーマに、ラス・デイトン氏（テネシ

   ー州高等教育委員会財政分析ディレクター）と柳浦猛氏（同リサー 
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   チディレクター）による講演会を開催した（参加者数：44名）。 

④  研究紀要等 

          研究報告第12号及び第13号を平成22年９月に刊行し、全国の国

      立大学等に配布した（配布数： 各516冊）。また、『大学財務経営研 

      究』（第７号：229頁）を平成22年12月に刊行し、計463冊を配布した。

       なお、研究部の刊行物は基本的にすべて当センターのウェブサ 

   イ トで公開しており、平成22年度のダウンロード件数は総計24,043 

   件となっている。 

⑤   基盤的調査研究の成果 

      そのほか、各専任教育研究職員の基盤的調査研究の成果は業 

   務実績報告書（資料編）73頁のとおりである。 

⑥  社会貢献 

          高等教育財政・財務に関連して、当センター研究部が、文部科 

      学省等の審議会・研究会に学識経験者として、以下のとおり参加 

       し、社会貢献の役割を積極的に果たした。 

        金子 元久 文部科学省中央教育審議会委員 

           丸山 文裕  文部科学省政策評価に関する有識者会議委員 

        水田  健輔   文部科学省今後の国立大学法人等施設の整備充実に関する調査    

                             研究協力者会議キャンパス計画検討ワーキンググループ委員 

     澤田  佳成 国立大学協会経営支援委員会病院経営小委員会委員 
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【(中項目)Ⅱ－４】 ４ 財務・経営に関する情報提供等 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営に資することを目的として、センターの融資等の業務を有効かつ確実に

実施するため、下記のとおり、これらの業務に密接に関連する財務・経営の改善に資するための支援事業を実施す

る。 

（１）国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供 

   ① 財務・経営に関する調査研究で得られた成果を随時国立大学法人等に提供する。 

② 国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための参考資料として、財務・経営に関する基本的知識の解

 説、参考事例、基本資料等からなるガイドブックについて、必要に応じて改善を図る。 

③ マネージメントに関する情報の提供・交流のための説明会・シンポジウム・講演会などを毎年１回程度開催する。    

（２）財務・経営の改善に関する協力・助言 

 国立大学法人等の財務・経営の改善について、各大学が抱える共通課題について、その処理実績を収集し、情報 

 の提供を行うとともに、個別問題の解決のため、求めに応じ、経営コンサルタント等の民間実務者による経営相談な 

 ど、協力や専門的・技術的助言を行う。 

（３）大学共同利用施設の管理運営 

① 大学等の教育、研究、社会貢献等に関する諸活動の利用に供するために大学共同利用施設の管理運営を行う。 

   施設の有効利用の観点から、広報活動を積極的に実施することにより、学術・研究機関等の利用を一層促進する。 

   施設利用促進のため、次のサービスの向上等を図る。 

     ア）会議室等に係る案内書等の作成・送付による広報活動の充実 

     イ）ホームページを活用した会議室の利用に係る情報提供サービスの充実 

     ウ）求めに応じた施設利用に伴う会場設営等のサービスの提供 

     エ）業務の外部委託の促進 

② 施設の設置目的を考慮しつつ、平成 16 年度から平成 19 年度における５割の稼働率を踏まえ、６割程度の稼 

  働率の達成を目指し、有効利用が図られるようにする。 

③  利用者のアンケート調査について、回収率の向上にも留意しつつ、利用者のうち満足している者の割合が、平 

   成 16 年度から平成 19 年度における実績の平均以上となるよう、各種サービスの質的向上に努める。 

④  キャンパス・イノベーションセンターの管理・運営業務の廃止に伴い、当該施設の売却や他機関等への移管まで

   の間、経過措置として、キャンパス・イノベーションセンターの施設の全部又は一部を所有し、管理・運営を行う機 

   関へ必要な貸付けを行う。 

（４）国立大学法人財務・経営情報提供システムの運用 

         国立大学法人財務・経営情報提供システムについては、国立大学法人等の協力を得て、毎年度必要なデータを追

     加するとともに、必要に応じて改善を図る。 

 

A    
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【インプット指標】 

 

（中期目標期間） H21 H22 

決算額（千円） 249,465 244,606

従事人員数（人） 8 7 

 

評価基準 実績 分析・評価 

国立大学法人等の健全かつ安定的な運営

に資することを目的として、センターの融資等

の業務を有効かつ確実に実施するため、下

記のとおり、これらの業務に密接に関連する

財務・経営の改善に資するための支援事業を

実施する。 

 

（１）国立大学法人等の財務及び経営の改善

に資するための情報提供 

① 財務・経営に関する調査研究で得られ 

 た成果を随時国立大学法人等に提供する。 

②  国立大学法人等の財務及び経営の改 

  善に資するための参考資料として、財務・ 

  経営に関する基本的知識の解説、参考事 

  例、基本資料等からなるガイドブックにつ 

  いて、必要に応じて改善を図る。 

③ マネージメントに関する情報の提供・交 

 流のための説明会・シンポジウム・講演会 

 などを１回程度開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国立大学法人等の財務及び経営の改善に資するための情報提供 

 ① 財務・経営に関する調査研究成果の提供 

  平成22年９月に「研究報告第12号」、「研究報告第13号」12月には「大 

 学財務経営研究第７号」を刊行し、各国立大学法人等へ配布するととも 

 に、一般にも広く情報提供するため、ウェブサイトに掲載した。 

   なお、冊子希望者に対し随時配布を行った。 

  <<配布件数>>（平成23年３月末） 

    ○研究報告第12号：490冊 

    ○研究報告第13号：483冊 

    ○大学財務経営研究第７号：484冊 

② 「国立大学法人経営ハンドブック」の作成・配布 

    「国立大学法人経営ハンドブック第３集」を刊行し、各国立大学法 

  人等へ配布するとともに、一般にも広く情報提供するため、ウェブサ 

  イトにも掲載した。 

  また、「国立大学法人経営ハンドブック第２ 集、第３ 集」の電子化 

 を行い、一般にも広く情報提供するため、ウェブサイトへ掲載した。 

③  「国立大学の財務」（平成22年度版）の刊行・提供 

  平成21事業年度国立大学法人決算に基づいた財務諸表等データ 

 の集計・分析業務等を平成22年10月より開始し、その結果を取りまと

 め、「国立大学の財務」（平成22年度版） として、平成23年３月に刊 

行した。 

 

 

 

 

 

 

 

○『研究報告』、『国立大学法人経営ハンドブック』、『国立大学

の財務』などの刊行及び国立大学法人への配布を通じて、国

立大学法人へは公式に十分な情報提供がなされている。さら

に、「国立大学法人等財務管理等に関する協議会」の開催

や、メールマガジンを通じて、国立大学法人等の担当者への

情報提供とネットワークづくりができたことは評価できる。   
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（２）財務・経営の改善に関する協力・助言 

 国立大学法人等の財務・経営の改善につ 

  いて、各大学が抱える共通課題について、 

  その処理実績を収集し、情報の提供を行う 

  とともに、個別問題の解決のため、求めに応 

      <<配布件数： 579冊（平成23年3月末現在）>> 

    なお、国立大学法人の財務担当者等を対象に、「国立大学の財務 

 （平成22年度版） 刊行記念セミナー」を平成23年２月に開催し、「国立

 大学の財務」について、研究部の教員から詳細に解説した。 

④  「国立大学法人等財務管理等に関する協議会」の開催 

   国立大学法人等における財務・経営に関する情報の提供・交流 

 のために、国立大学法人等の財務担当部課長を対象にした「国立大

 学法人等財務管理等に関する協議会」を平成22年５月に開催し、文

 部科学省からの財務管理等に関する情報提供、国立大学法人等の

 財務に関する課題処理等、事例紹介を行うなど情報提供・交流を実 

 施した。 

     また、各国立大学法人等における財務レポート及び環境報告書の

 作成の参考に資するため、当センターのウェブサイトにこれらへのリ 

  ンクを作成し、公開した。 

⑤   「国立大Ｆ＆Ｍマガジン（メールマガジン）」の発刊 

        当センターの情報提供活動の一環として、各種事業イベント案内、

    文部科学省からの情報、国立大学法人等における経営実績レポー 

     ト、経営相談Ｑ＆Ａ情報等をタイムリーに提供することを目的に平成 

    18年５月より「国立大Ｆ＆Ｍマガジン」を発刊した。（原則月１回、平成 

    22年度実績14回） 

    また、本メールマガジンのバックナンバー等を当センターのウェブ 

 サイトに掲載するとともに、読者の関心の高い特別寄稿等については  

 別途閲覧可能とするなど、広く普及に努めた。 

     《配信件数： 2,965件（平成23年３月末）》 

 

独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針において、講ずべき

措置とされた「財産管理・処分・有効活用に関する協力・助言を廃止す

る」について、22年度限りで当該業務を廃止とし、23年度予算に関連予

算を計上していない。 

 

（２）財務・経営の改善に関する協力・助言 

   実務の現場で活躍する国立大学法人の部課長等を、経営相談室 

 の財務経営支援研究会もしくは病院経営支援研究会の調査・相談員と

 して委嘱し、それぞれの研究会において、国立大学法人の現場で直面 

 している問題の解決や業務の改善に資するため、先進事例の収集、国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各種研究会を開催し、センターの過去のノウハウの蓄積や

研究成果を活用した財務・経営の改善に関する協力や助言が

行われ、メーリングリストを活用した経営相談等も通じて、国立

大学法人にとって有効な協力・助言ができたと思われる。   
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  じ、経営コンサルタント等の民間実務者によ 

  る経営相談など、協力や専門的・技術的助  

 言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 立大学法人等の係長クラスや若手職員自ら企画・実施する勉強会の 

 開催等の活動を展開した。 

    ・財務経営支援研究会調査・相談員（平成22年度：16名） 

      ・病院経営支援研究会調査・相談員（平成22年度：８名） 

 

 【財務経営支援研究会】 

   ① 国立大学法人における先進的取組事例の情報提供 

     各国立大学法人の業務実績報告書から取組事例を抽出し、取 

      りまとめの上、「平成21事業年度国立大学法人財務・経営に関す 

      る取組事例」として当センターのウェブサイトに掲載し、情報提供 

      を行った。さらに、その中から３つの特徴的な事例について、外部

      の調査・相談員による訪問調査を行い、調査結果について取りま

      とめた。 

        調査概要については、平成23年３月に情報提供を行った。 

    ② 先進的取組に関するアンケート調査の実施 

        各国立大学法人における今後の業務に資する情報となること 

      を期待し、外部の調査・相談員等の協力の下、どのような情報を 

      各国立大学法人が必要としているか精査し、アンケート様式等を 

      作成のうえ、大学経営における先進的取組に関するアンケート 

      （契約調達関係）を実施した。 

         これに対して、全国立大学法人から回答を得るとともに、これ 

      を定量的データに加工し、グラフ化する等、見やすさに配慮し、 

      全国立大学法人へ調査結果をフィードバックした。 

    ③ 第３回国立大学法人係長クラス勉強会の開催 

        経営相談事業の一環として、実務面でのリーダーとして、一層 

      の資質向上及び企画力・判断力を備えることを目的とし、国立大 

      学法人等の係長クラスを対象とした勉強会を開催した。 

          グループワーク・全体討議といった内容で現場の係長自らがテ

      ーマ等を企画・構成し、活発な議論等が行われた。その後、グル 

      ープワークの討議結果を取りまとめ、ブラッシュアップした上で、当

      センターのウェブサイトに掲載した。       

        ・開催日：平成22年10月28日～29日 

           ・参加者数等：国立大学法人、大学共同利用機関法人、（社）国立大学協会 

                               （計86名） 

    ④ 第４回国立大学法人若手職員勉強会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      経営相談事業の一環として、国立大学法人等の経営力向上及

      び継続的な発展を支援することを目的として、国立大学法人等の

     若手職員を対象とした勉強会を開催した。 

       基調講演、分科会・発表等の内容で若手職員自らが、現場職員

     の目線で企画・構成し、活発な議論等が行われた。その後、分科 

     会等の討議結果を取りまとめ、ブラッシュアップした上で、当センタ

     ーのウェブサイトに掲載した。       

        ・開催日：平成22年11月29日～30日 

          ・参加者数等：国立大学法人、大学共同利用機関法人、（社）国立大学協会 

                              （計116名） 

   

  【病院経営支援研究会】 

    ① 国立大学附属病院における先進的取組事例の情報提供 

        各国立大学附属病院から先進的取組事例等について推薦い 

   ただき、取りまとめた結果を情報提供した。さらに、取りまとめた 

   事例の中でも特徴的な取り組みについては、当センターのワーキ

   ンググループによる訪問調査を行い、調査結果について取りまと

   めた。 

        なお、調査結果については、平成23年３月に各国立大学附属 

      病院に対して、情報提供を行った。 

    ② 第３回国立大学附属病院若手職員勉強会の開催 

        経営相談事業の一環として、モチベーションの向上、スキルの向 

   上、人脈ネットワークの構築等、国立大学附属病院の活性化を目的 

   として、国立大学附属病院の若手職員を対象とした勉強会を開催し 

   た。具体的には、病院事務部長による基調講演、パネルディスカッシ 

   ョン・ワークショップ・発表・全体会といった内容で附属病院若手職員 

   自らが企画・構成し、活発な議論等が行われた。 

       その後、各ワークショップの討議結果を取りまとめ、ブラッシュア

     ップした上で、当センターのウェブサイトに掲載した。 

       ・開催日：平成22年11月18日～19日 

        ・参加者数等：国立大学附属病院、文部科学省（計116名） 

    ③ 国立大学附属病院係長クラス勉強会の開催 

        国立大学附属病院の経営向上及び継続的な発展を支援するこ

      とを目的として、附属病院係長クラスを対象とした勉強会を開催し

      た。具体的には、国立大学長及び医学部勤務等の経験を持つ当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）大学共同利用施設の管理運営 

 

 

 

 

 

① 大学等の教育、研究、社会貢献等に関 

 する諸活動の利用に供するために大学共 

 同利用施設の管理運営を行う。 

    施設の有効利用の観点から、広報活動 

   を積極的に実施することにより、学術・研 

   究機関等の利用を一層促進する。 

     施設利用促進のため、次のサービスの 

  向上等を図る。 

 

        ア）会議室等に係る案内書等の作成・ 

            送付による広報活動の充実 

     

 

      センター理事長による基調講演、グループワーク、クロス討議、各

      テーマに沿った発表及び全体会といった内容で病院の係長クラス

      職員が企画・構成し、活発な議論が行なわれた。                        

       ・開催日：平成23年1月20日～21日 

        ・参加者数等：国立大学附属病院（計97名） 

     

  【経営相談等】 

      若手職員勉強会（財務経営・病院経営）参加者、契約手法改善ワ

   ークショップ（病院経営）参加者、医事ワークショップ参加者によるメ 

   ーリングリストを作成し、相談、情報提供、情報交換等に活用した。 

 

 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針において、講ずべき措

置とされた「財務・経営の改善に資するための情報提供、協力・助言を廃

止する。」について、22年度限りで当該業務を廃止とし、23年度予算に関

連予算を計上していない。 

 

（３）大学共同利用施設の管理運営 

 大学共同利用施設については、適切な管理運営の実施と効率化を 

図るために、利用者サポート業務及び会場設営サービス業務、予約 

受付業務などの管理業務全般について、引き続き、業務委託により実

施した。 

   

① 施設の利用促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ア）広報活動の充実 

       大学共同利用施設の利用促進については、稼働率の向上を目 

     指し、引き続き会議室等に係る利用案内の窓口配布、当センター 

     主催の会議等の際にパンフレットを配布、メルマガにおける周知等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大学共同利用施設に関しては、最も利用頻度が高いと思わ

れる年度末に東日本大震災の影響を受けてもなお、年度計画

で掲げている目標値を達成している。                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       イ）ホームページを活用した会議室の利 

           用に係る情報提供サービスの充実 

      

 

 

        ウ）求めに応じた施設利用に伴う会場設  

           営等のサービスの提供 

 

 

        エ）業務の外部委託の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     のＰＲに努めたほか、平成22年度は、さらなる大学共同利用施設 

     の利用促進を図り、下記の取組を行った。 

         ・大学共同利用施設パンフレットのリニューアル。 

         ・ＤＭの発送等 

        ⅰ）昨年度に引き続き、会員数200名以上の学会、会議コーディ

              ネート会社等へ発送。 

        ⅱ）首都圏以外の国立大学法人及び公私立大学の就職担当 

              課へ会議室利用案内の発送。 

        ⅲ）会議室予約管理システムに登録されている利用者へ電子メ

               ールにて利用促進発信。 

    イ）情報提供サービスの充実 

       共用会議室予約システムにより、当センターのウェブサイトから 

     24時間、共用会議室の空室状況の確認及び予約申請ができるオ 

     ンデマンドサービスを提供している。 

 

    ウ）施設利用に伴うサービスの提供 

       利用者の要望に応じて、会場の下見サービスや会場設営、機器

     等の貸与サービスを実施している。 

 

    エ）業務の外部委託の促進 

       平成22年度は、引き続き下記について外部委託を実施した。 

     ・予約受付補助業務 

     ・利用者サポート業務 

     ・会場設営サービス業務 

     ・請求補助業務 

     ・会議室予約管理システム管理業務 

 

    オ）その他 

       平成23年３月11日に発生した東日本大震災の際には、当センタ

     ーで管理している会議室等の大学共同利用施設を帰宅困難者の 

     ために宿泊場所として提供するとともに、ウェブサイトに震災関連 

    情報を提供した。さらに、震災に伴う会議室等の大学共同利用施 

    設の予約キャンセル等については、キャンセル料を無料とする措置

    をとった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○3 月 11 日東日本大震災に際し、センター管理の会議室等

を帰宅困難者に提供している。  

 

 

 

 

 

 



 

項目別－39 

② 施設の設置目的を考慮しつつ、６割程 

 度の稼働率の達成を目指し、有効利用が 

 図られるようにする。 

 

 

 

③ 利用者のアンケート調査について、回 

 収率の向上にも留意しつつ、利用者のう 

 ち満足している者の割合が、平成16年度 

 から平成19年度における実績の平均以 

 上となるよう、各種サービスの質的向上に 

 努める。 

 

 

 

 

④ キャンパス・イノベーションセンターの管 

 理・運営業務の廃止に伴い、当該施設の 

 売却や他機関等への移管までの間、経過 

 措置として、キャンパス・イノベーションセン 

  ターの施設の全部又は一部を所有し、管 

  理・運営を行う機関へ必要な貸付けを行う。 

 

 

 

（４）国立大学法人財務・経営情報提供システ

ムの運用 

   国立大学法人財務・経営情報提供システ 

   ムについては、国立大学法人等への供用 

   を行う。また、国立大学法人等の協力を得 

   て、これに必要なデータを追加するととも 

   に、必要に応じて改善を図る。 

 

 

② 大学共同利用施設の稼働率 

  平成22年度の平均稼働率は、65.45％（前年度67.43％）であった。前年 

度比1.98ポイントの減少であったが、６割以上の稼働率を得たことから、 

年度計画を達成した。なお、平成23年３月に発生した東日本大震災の影 

響が主たる要因で前年度に対し、稼働率の減少が見られた。 

 

③ アンケート調査結果 

  利用者へのアンケート調査の結果、大学共同利用施設利用者の満 

  足度は100％であり、年度計画に掲げている平成16年度から平成19年 

  度における平均満足度91.58％以上となり、年度計画を達成した。 

  なお、アンケート調査の回収率については、28.64％（対前年度      

24.05％）であり、前年度に引き続き、回収率の向上のための取組とし 

 て、学術総合センター１階・２階にアンケート箱を設置しているほか、大

 学共同利用施設利用の際には、必ずアンケート提出に協力していただ

 くよう促した。 

 

 ④ キャンパス・イノベーションセンターに係る経過措置 

     キャンパス・イノベーションセンターの施設等については、本件に係 

 る経過措置として国の要請に基づき、キャンパス・イノベーションセンタ 

 ーの施設の管理・運営を行う機関である東京工業大学にCIC東京、大 

 阪大学にCIC大阪を無償で貸付を行った。 

 

 

 

 

（４）国立大学法人財務・経営情報提供システムの運用 

    平成22年度には、新たに２国立大学法人から利用登録申請があ 

    り、平成22年度末における利用登録は、82国立大学法人、４大学共 

    同利用機関法人、（独）国立高等専門学校機構、（社）国立大学協会 

    の計88法人となった。 

 

独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針において、講ずべき

措置とされた「財務・経営の改善に資するための情報提供、協力・助言を

廃止する」について、22年度限りで当該業務を廃止とし、23年度予算に

関連予算を計上していない。 

 

 

 

 

 

 

○大学共同利用施設のアンケート調査において満足度が極

めて高いことは評価できる。一方で、アンケートの回収率が低

く、更に高めることが必要。                       

 

 



 

項目別－40 

【(中項目)Ⅱ－５】 ５ 国から承継した財産等の処理の実施状況 
【評定】 Ｂ 

H21    【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

（１）旧特定学校財産の管理処分 

国から承継した旧特定学校財産について、施設費交付事業等の財源に充てるため、次のとおり対応し、その処分促進に

努める。なお、処分の予定時期等の計画については、年度計画において策定することとし、毎年度その進捗状況を明確に

する。 

① 広島大学本部地区跡地 

地元自治体との協議を進め、処分の促進に努める。なお、地元自治体による具体的な処分が見込まれない場合は、速や

かに一般競争により処分を行う。 

② 東京大学生産技術研究所跡地 

独立行政法人国立美術館に対し国立新美術館用地として貸付を継続しつつ、売却を進める。 

（２）承継債務償還 

国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの債務について、関係国立大学法人から納付される金銭を確

実に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法に基づく国立学校特別会計の財政融資資金からの負債）の償還及び当該

債務に係る利子の支払いを確実に行う。 

Ｂ    

【インプット指標】 

 

（中期目標期間） H21 H22 

決算額（千円） 34,166 37,999

従事人員数（人） 2 2 

 

評価基準 実績 分析・評価 

（１）旧特定学校財産の管理処分 

   国から承継した旧特定学校財産について、 

 施設費交付事業等の財源に充てるため、次の 

 とおり対応し、その処分促進に努める。 

 ①  広島大学本部地区跡地 

       地元自治体との協議を進め、可能な限り早

期に処分できるよう、その促進に努める。な

お、地元自治体による具体的な処分が見込ま

れない場合は、速やかに一般競争により処分

を行う。 

（１）旧特定学校財産の管理処分 

  

 

 

①  広島大学本部地区跡地の状況 

  広島大学本部地区跡地（ 以下、跡地という）については、広島市が 

中心となって立ち上げた「ひろしまの『知の拠点』再生プロジェクト」（以 

下、「プロジェクト」という。） として、その利用が図られることとされ、そ 

の事業予定者が平成 19 年４月 24 日に決定された。 

   当センターは、その跡地の処分について、プロジェクト事業予定者と

 

 

 

 

○広島大学本部地区跡地に関しては、状況を打開すべく努

力が重ねられているものの引き続き、「達成すべき目標（計

画）」に沿った努力が必要である。                  

 

 

 



 

項目別－41 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②   東京大学生産技術研究所跡地 

  独立行政法人国立美術館に対し国立新美   

  術館用地として、予算に応じて分割して売却 

  する。 

        なお、未売却部分については国立新美術 

     館用地として、貸付を継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

も協議を進めてきたが、平成 20 年８ 月 13 日に事業予定者の代表会

社の民事再生手続きが開始され、同年９月８日に事業予定者から当 

事業への撤退の申し出がなされたことから、次点の事業予定者も協議

 を行ったが、平成 20 年 12 月 19 日、その事業予定者からも協議中 

 止の申し出がなされた。 

    このため、広島市及び広島大学において、プロジェクトの事業スキ 

 ームの再構築の検討がなされ、当センターは、平成 21 年７月末に広

島市に対し、土地等の取得期限の延長。さらに平成 22 年３月末まで 

 に、あらためて土地等の取得期限を協議することを了解した。 

    その後、広島市から、実現性が高くかつ具体的な事業スキーム案 

 が提示されたため、平成 22 年３月 30 日に、センターは土地等の取 

 得期限を平成 24 年度まで延長することを了解した。 

    また、文部科学省独立行政法人評価委員会による「平成 21 年度 

 に係る業務の実績に関する評価」において、「広島市や広島大学との

 密接な協議とともに、当センターとしてのリーダーシップの発揮が求め

 られる」との指摘を受けたことから、当該跡地の処分に向けて、より密

 接な協議をするため、平成 22 年度には、当センターが中心となり、当

 該跡地に係る関係者（ 広島市、広島大学及び独立行政法人都市再 

 生機構等）と打合せを 11 回実施しており、早急に処分できるよう努め 

 ている。 

 

② 東京大学生産技術研究所跡地の状況 

   東京大学生産技術研究所跡地について、平成 19 年度より独立行

  政法人国立美術館に分割購入を前提とした跡地購入のための予算 

  が措置されている。 

     平成 22 年度は、平成 22 年４ 月 23 日付で独立行政法人国立美 

  術館と当該跡地についてセンター持ち分の売買契約を締結し、５月１

 日付けで所有権を移転した。また、未売却のセンター持ち分について

 は、貸付を継続して行った。 

        なお、来年度以降も、独立行政法人国立美術館の予算額に応じ 

    て、引き続きセンター持ち分を売却していく予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－42 

（２）承継債務償還 

   国から承継した旧国立学校特別会計の財 

  政融資資金からの債務について、関係する

43 国立大学法人から納付される金銭を確実

に徴収し、承継債務（旧国立学校特別会計法

に基づく国立学校特別会計の財政融資資金

からの負債）の償還及び当該債務に係る利子

の支払いを確実に行う。 

（２）承継債務償還 

     国から承継した旧国立学校特別会計の財政融資資金からの借入 

 に係る債務について、43国立大学法人から納付される金銭を回収し、 

 財政融資資金への償還などを実施（ 回収・償還は毎年度９月及び３ 

 月、あるいは５月及び11月）している。 

    平成22年度の債権回収については、要回収額61,435百万円に対し、

  61,435百万円を回収し、回収率100％であった。また、承継債務の償 

 還については、回収した全額を国に償還した。 

   なお、平成 23 年３月末現在において、貸倒懸念債権等は存在しない。

 

○財政融資資金へ確実に償還されていることは評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－43 

【（大項目）Ⅲ】 Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
【評定】 Ａ 

 

【(中項目)Ⅲ－１】 １ 財務状況及び保有資産の管理・運用等 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

１ 期間全体に係る予算（略） 

２ 期間全体に係る収支計画（略） 

３ 期間全体に係る資金計画（略） 

４ 自己収入の確保 

  大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に努める。 

５ 人件費の削減 

  平成２２年度の常勤役職員に係る人件費を平成１７年度（２５４百万円）に比べて５．０％以上削減する。ただし、平成１８

年度以降の人事院勧告を踏まえた給与改定分については、削減対象から除く。なお、人件費の範囲は、報酬（給与）、賞

与、その他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まない。その際、国家公務員の給与

構造改革を踏まえ、役職員の給与について、必要な見直しを行う。 

    さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の取

組を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継続する。 

    なお、職員の給与水準については、独立行政法人整理合理化計画に基づいた給与改革を進める。 

A    

評価基準 実績 分析・評価 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計

画及び資金計画 

 

  １ 平成２２年度に係る予算（略） 

２ 平成２２年度に係る収支計画 （略）    

  ３ 平成２２年度に係る資金計画 （略） 

 

【収入・支出】 
 
 

【平成 22 年度収入状況】                     （単位：百万円）

収入 予算額 

 

決算額 差引増減額 備考 

運営費交付

金 

455 455 0  

産学協力事

業収入 

114 121 7 ※１ 

長期借入金

等 

 

53,400 41,454 △11,946 ※２ 

○財務状況及び保有資産の管理・運用等は、妥当な実施

状況にあると判断される。 

 

 

 

 

                                     

○やむを得ない理由による増減であり、収入・支出は適切

である。                                  

 



 

項目別－44 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長期借入金

等回収金 

77,177 77,143 △34 ※３ 

長期借入金

等受取利息 

 

20,398 19,942 △456 ※４ 

財産処分収

入 

5,600 5,600 0  

財産賃貸収

入 

534 501 △33 ※５ 

財産処分収

入納付金 

78 130 52 ※６ 

雑収入 2 21 19 ※７ 

計 157,758 145,366 △12,392  

【主な増減理由】 

※１：会議室貸出実績が見込を上回ったことによる。 

※２：施設費貸付事業費の執行額が、入札の結果がその見込を下回った 

    こと等による。 

※３：平成 21 年度における貸付時期が当初見込んでいた時期より遅れたこと  

    に伴い、平成 22 年度内に回収した額が少なくなったこと等のため。 

※４：実際の貸付金利が予算作成時の採用金利と異なったこと等による。 

※５：地価の下落に伴い、国立新美術館が見込以上に土地を購入した結 

    果、貸付面積が減少したことによる。 

※６：国立大学法人等が見込以上に財産を処分したことによる。 

※７：資金運用の結果等による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－45 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【平成 22 年度支出状況】                     （単位：百万円）

支出 予算額 決算額 差引増減

額 

備考 

事業経費 264 228 △35

センター事業費

 （退職手当を除く）

261 224 △37

 うち、人件費 

 （退職手当を除く）

170 160 △10 ※１ 

   うち、物件費 91 64 △27 ※２ 

 退職手当 3 4 1 ※３ 

一般管理費 194 175 △18  

 一般管理費 

 （退職手当を除く） 

194 166 △27  

 うち、人件費 

 （退職手当を除く）

93 80 △13 ※４ 

   うち、物件費 101 87 △14 ※５ 

 退職手当 - 8 8 ※６ 

産学協力事業費 114 92 △22 ※７ 

施設費貸付事業費 50,920 38,974 △11,946 ※８ 

施設費交付事業費 7,494 7,084 △411 ※９ 

長期借入金等償還 79,694 79,655 △34 ※10 

長期借入金等支払

利息 

20,039 19,474 △565 ※11 

租税公課等 106 116 10 ※12 

債権発行諸費 14 14 0  

債券利息 343 275 △68 ※13 

その他の支出 - 4 4 ※14 

計 159,176 146,091 △13,086

【主な増減理由】 

※１：欠員補充ができなかったことによる。 

※２：経費の削減を図ったことによる。 

※３：退職者が予定を上回ったことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－46 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※４：欠員補充ができなかったことによる。 

※５：経費の削減を図ったことによる。 

※６：前年度退職者への支給を行ったことによる。 

※７：経費の削減を図ったことによる。 

※８：施設費貸付事業費の執行額が、入札の結果がその見込を下回った  

         こと等による。 

※９：地価の下落に伴い、不動産購入費が見込を下回ったこと等による。 

※10：平成 21 年度における借入時期が当初見込んでいた時期より遅れた  

         ことに伴い、平成 22 年度内に償還した額が少なくなったこと等のた 

         め。 

※11：実際の借入金利が予算作成時の採用金利と異なったこと等による。

※12：国立新美術館の固定資産税に係る負担調整措置について見込が異

    なったことによる。 

※13：第５回センター債券の金利が見込を下回った結果、支払債券利息が

    減少したことによる。 

※14：科学研究費補助金間接経費、寄附金からの支出を行ったことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－47 

【収支計画】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【平成 22 年度収支計画】                     （単位：百万円）

区分 計画額 実績額 差引増減額

費用の部 
 経常費用 
  業務費 
   センター事業費 
   産学協力事業費 
   施設費交付事業費 
   支払利息 
   処分用資産売却原価 
   その他の業務経費 
  一般管理費 
  減価償却費 
  財務費用 
収益の部 
 運営費交付金収益 
 共同利用施設貸付料収入 

 処分用資産賃貸収入 
 処分用資産売却収入 
 施設費交付金収益 
 受取利息 
 資産見返負債戻入 
 雑益 
臨時損失 
純損失 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 

国立大学財務・経営センタ

ー法第 15 条積立金 
総利益（△総損失） 

 

30,441

30,125

264

114

7,494

20,208

1,939

106

194

107

14

456

114

534

5,600

78

20,223

92

2

－

3,342

16

3,326

△1

 

30,290 

29,993 

231 

92 

7,821 

19,561 

1,986 

302 

175 

108 

14 

 

400 

123 

501 

5,600 

130 

19,754 

102 

21 

10 

3,669 

16 

3,684 

 

31 

 

△151

△132

△33

△22

327

△647

47

196

△19

1

0

△56

9

△33

0

52

△469

10

19

10

327

0

358

32

【主な増減理由】 
 平成 21 年度における施設費貸付事業において、貸付時期が当初見込

んでいた時期より遅れたことに伴い、平成 22 年度内に回収、償還した額

が少なくなったこと等により支払利息、受取利息とも減少している。 
 
 

○やむを得ない理由による増減であり適切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－48 

【資金計画】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【平成 22 年度資金計画】                     （単位：百万円）

区分 計画額 実績額 差引増減額

資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入

  産学協力事業による収入

  承継債務負担金債権

の回収による収入 
  承継債務負担金債権

に係る利息の受取額 
  施設費貸付金の回収

による収入 
  施設費貸付金に係る

利息の受取額 
  処分用資産の売却に

よる収入 
  処分用資産の貸付に

よる収入 
  施設費交付金の納付

による収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
 財務活動による収入 

159,168

79,479

－

79,689

157,744

104,358

455

114

61,435

14,868

15,742

5,530

5,600

534

78

2

－

53,386

209,478 

66,431 

63,392 

79,655 

205,073 

104,004 

455 

120 

61,435 

 

14,801 

 

15,707 

 

5,141 

 

5,600 

 

501 

 

130 

 

112 

59,631 

41,440 

50,310

△13,048

63,392

△34

47,329

△354

0

6

0

△67

△35

△389

0

△33

52

110

59,631

△11,946

【主な増減理由】 
 国債による資金運用を行ったことにより、投資活動による支出、収入が発

生した。平成 21 年度における施設費貸付事業において、貸付時期が当初

見込んでいた時期より遅れたことに伴い、平成 22 年度内に回収、償還し

た額が少なくなったこと等により業務活動による収入、施設費貸付金に係

る利息の受取額とも減少している。 

 

 

○やむを得ない理由による増減であり適切である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－49 

 
【財務状況】 
（当期総利益（又は当期総損失）） 
・ 当期総利益（又は当期総損失）の発生要因

が明らかにされているか。 
 
・ また、当期総利益（又は当期総損失）の発

生要因は法人の業務運営に問題等がある

ことによるものか。 
 
（利益剰余金（又は繰越欠損金）） 
・ 利益剰余金が計上されている場合、国民生

活及び社会経済の安定等の公共上の見地

から実施されることが必要な業務を遂行す

るという法人の性格に照らし過大な利益と

なっていないか。 
 
・ 繰越欠損金が計上されている場合、その解

消計画は妥当か。 
 
※解消計画がない場合 
・ 当該計画が策定されていない場合、未策定

の理由の妥当性について検証が行われて

いるか。さらに、当該計画に従い解消が進

んでいるか。 
 
（運営費交付金債務） 
・ 当該年度に交付された運営費交付金の当

該年度における未執行率が高い場合、運

営費交付金が未執行となっている理由が

明らかにされているか。 
 
・ 運営費交付金債務（運営費交付金の未執

行）と業務運営との関係についての分析が

行われているか。 

 

 ○財務状況 

   一般勘定においては、当期総利益は 30,854 千円であった。その主な 

 発生要因は、大学共同利用施設の管理運営事業における事業利益 

 14,671 千円及び前中期目標期間繰越積立金取崩額 15,679 千円による 

 ものである。また、利益剰余金は 101,705 千円であり、当期未処分利益 

 （＝当期総利益）30,855 千円、積立金 39,137 千円及び前中期目標期間 

 繰越積立金 31,713 千円※で構成される。 

 ※）前中期目標期間に自己収入で購入した固定資産の残存価格であ 

    り、現金の裏付けのない会計処理上の金額である。 

 

   施設整備勘定においては、当期総利益は 0 千円であった。これは、経 

  常費用 29,683,374 千円に対し、経常収益 25,999,409 千円となり、当期純

  損失が 3,683,966 千円となったことから、センター法第 15 条第 5 項に基  

   づき、センター法第 15 条積立金取崩額 3,683,966 千円を計上したことに

  よるものである。また、利益剰余金 30,751,936 千円は、施設費交付事業 

  の財源のために設けられているセンター法第 15 条積立金である。 

 

     平成 22 年度運営費交付金については、予算額 455,447 千円に対し、 

  393,023 千円を執行した（執行率 86.3%）。なお、執行率が低くなった主な 

 要因は、常勤ポストの欠員が補充できなかったことによる人件費の残額、

 物件費の効率化による執行残などである。 

 

【利益剰余金】 

 ・前中期目標期間繰越積立金                32 百万円 

 ・国立大学財務・経営センター法第 15 条積立金  30,752 百万円 

 ・積立金                              39 百万円 

 ・当期未処分利益                                                  31 百万円 

 

【繰越欠損金】 

 ０円（平成 22 年度） 

 
 

 

 

 

○運営費交付金の未執行についてはその理由を明らかに

しており、不適切な状況は見られない。              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－50 

 
【実物資産】 
（保有資産全般の見直し） 
・ 実物資産について、保有の必要性、資産規

模の適切性、有効活用の可能性等の観点

からの法人における見直し状況及び結果

は適切か。 
 
・ 「勧告の方向性」や「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針」等の政府方針

を踏まえて処分等することとされた実物資

産について、法人の見直しが適時適切に

実施されているか（取組状況や進捗状況等

は適切か）。 
 
（資産の運用・管理） 
・ 資産の活用状況等が不十分な場合は、原

因が明らかにされているか。その理由は妥

当か。 
 
・ 実物資産の管理の効率化及び自己収入の

向上に係る法人の取組は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○保有資産の管理・運用等 

【実物資産】 
１．建物、構築物、土地等について、 

  ・  学術総合センター 

    学術総合センターの施設等（5,309,306 千円）は、1～3,10 階を区分 

     所有しており、10 階はセンターの東京連絡所として、総務部総務課会 

     計係を除くセンターの役職員の事務室として利用している。また、1～3 

     階は大学等への貸会議施設となっており、センターがその管理運営業 

     務を実施している（事業の実施状況は、項目別-37 頁に掲載。）。 

     なお、本施設の主な維持管理経費は、以下のとおり。 

       ・建物管理業務 43,505 千円 

       ・庁舎清掃業務  9,034 千円 

  ・ キャンパス・イノベーションセンター 

    キャンパス・イノベーションセンターの施設等（2,264,348 千円）につい 

   ては、経過措置として国の要請に基づき東京工業大学及び大阪大学へ

    無償で貸付を行った。 

  ・ 本部（賃貸） 

    本部施設については、独立行政法人メディア教育開発センターから賃

  借（4,435 千円）しており、理事長及び総務課会計係の職員の事務室等 

   として利用している。 

 
独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針の指摘事項である「学

術総合センターの１，２階にある講堂・会議室等について、自治体・民間

に売却することを含め、年度内を目途に結論をまとめる。」について、 

 ・ 学術総合センターの１、２階にある講堂・会議室等については、我が 

      国における学術の交流、学術情報の発信等という学術総合センターの

   目的に鑑み、公的主体が所有することが望ましいとの結論に達したた 

      め、23 年３月に自治体に対して売却を打診したが、購入意思がなく断

られた。 

    このため、適切な条件を整理した上で、自治体以外の民間等への売

     却を進めることとしているが、複数の不動産事業者に打診したところ、

管理コスト等の問題から否定的な回答が寄せられており、民間への売

却の可能性と並行して、学術総合センターの他の区分所有権者への

売却を検討している。 

 

○国の要請または独立行政法人の事務・事業の見直しの

基本方針に沿った活用、努力がされているなど、全体として

不適切な状況は見られない。                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－51 

 
【金融資産】 
（保有資産全般の見直し） 
・ 金融資産について、保有の必要性、事務・

事業の目的及び内容に照らした資産規模

は適切か。 
 
・ 資産の売却や国庫納付等を行うものとなっ

た場合は、その法人の取組状況や進捗状

況等は適切か。 
 
（資産の運用・管理） 
・ 資金の運用状況は適切か。 
 
・ 資金の運用体制の整備状況は適切か。 
 
・ 資金の性格、運用方針等の設定主体及び

規定内容を踏まえて、法人の責任が十分

に分析されているか。 
 
（債権の管理等） 
・ 貸付金、未収金等の債権について、回収計

画が策定されているか。回収計画が策定さ

れていない場合、その理由は妥当か。 
 
・ 回収計画の実施状況は適切か。ⅰ）貸倒懸

念債権・破産更生債権等の金額やその貸

付金等残高に占める割合が増加している

場合、ⅱ）計画と実績に差がある場合の要

因分析が行われているか。 
 
・ 回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの

必要性等の検討が行われているか。 
 
 

 

【金融資産】 
２．個別法に基づく事業において運用する資金について 
         施設整備勘定の資金について、施設費交付事業の財源とするため、

    国債による運用を実施した。平成 22 年度の運用益は 14,730 千円、年 

    度末の国債保有額は、4,999,192 千円である。 

       資金の運用にあたっては、「ペイオフ解禁に向けた本センターの資金   

    の管理について（平成 17 年 3 月 31 日理事長決定）」に基づき、理事を 

    トップとする資金管理委員会において、資金の安全性、資金の効率性な

    どに考慮し、金融機関及び金融商品の選定案を策定し、理事長が同委  
    員会からの報告を受けて最終的に決定を行っている。 
 
３．融資等業務による債権について、 

        施設費貸付事業については、項目別 19 頁「（１）施設費貸付事業」に

  掲載。 

      なお、回収計画については、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○資金の運用については、規定に基づき適切に行われて

いる。                                 

○施設費貸付事業、債券発行、回収等大変クリアに行われ

ている。                                  

（ 単 位 :円 ）

年 度 貸 付 額 元 金 回 収 額 （ ※ １ ） 利 子 回 収 額 （ ※ ２ ） 債 権 残 高

平 成 1 6 年 度 5 4 ,4 0 4 ,0 7 5 ,0 0 0 -                           8 5 ,6 0 4 ,5 1 9 5 4 ,4 0 4 ,0 7 5 ,0 0 0

平 成 1 7 年 度 7 1 ,2 2 6 ,5 1 9 ,0 0 0 2 3 ,0 2 2 ,0 0 0 8 9 3 ,6 8 7 ,8 1 3 1 2 5 ,6 0 7 ,5 7 2 ,0 0 0

平 成 1 8 年 度 6 5 ,8 1 6 ,5 4 1 ,0 0 0 2 ,1 2 1 ,0 4 6 ,0 0 0 1 ,9 0 8 ,3 7 7 ,4 8 3 1 8 9 ,3 0 3 ,0 6 7 ,0 0 0

平 成 1 9 年 度 6 9 ,1 2 4 ,0 2 6 ,0 0 0 4 ,7 1 2 ,8 0 4 ,0 0 0 2 ,9 4 3 ,9 8 7 ,4 3 5 2 5 3 ,7 1 4 ,2 8 9 ,0 0 0

平 成 2 0 年 度 6 7 ,1 8 5 ,7 9 1 ,0 0 0 7 ,0 3 9 ,6 2 9 ,0 0 0 3 ,8 6 1 ,0 3 1 ,6 6 3 3 1 3 ,8 6 0 ,4 5 1 ,0 0 0

平 成 2 1 年 度 5 8 ,1 6 9 ,6 2 0 ,0 0 0 1 0 ,6 2 5 ,3 1 6 ,0 0 0 4 ,6 6 6 ,2 2 2 ,6 3 0 3 6 1 ,4 0 4 ,7 5 5 ,0 0 0

平 成 2 2 年 度 3 8 ,9 7 4 ,1 5 9 ,0 0 0 1 5 ,7 0 7 ,3 9 4 ,0 0 0 5 ,1 4 0 ,8 8 2 ,8 5 2 3 8 4 ,6 7 1 ,5 2 0 ,0 0 0

平 成 2 3 年 度 -                           2 0 ,0 5 2 ,3 1 0 ,0 0 0 5 ,2 7 6 ,3 2 5 ,5 4 9 3 6 4 ,6 1 9 ,2 1 0 ,0 0 0

平 成 2 4 年 度 -                           2 2 ,8 2 1 ,3 3 8 ,0 0 0 4 ,8 3 3 ,6 4 8 ,4 9 3 3 4 1 ,7 9 7 ,8 7 2 ,0 0 0

平 成 2 5 年 度 -                           2 5 ,0 0 1 ,8 1 0 ,0 0 0 4 ,3 7 2 ,6 8 2 ,3 4 1 3 1 6 ,7 9 6 ,0 6 2 ,0 0 0

平 成 2 6 年 度 -                           2 7 ,3 4 3 ,0 0 8 ,0 0 0 3 ,8 1 9 ,6 7 4 ,6 9 8 2 8 9 ,4 5 3 ,0 5 4 ,0 0 0

平 成 2 7 年 度 -                           2 6 ,8 2 0 ,8 6 8 ,0 0 0 2 ,9 6 5 ,1 8 2 ,4 2 3 2 6 2 ,6 3 2 ,1 8 6 ,0 0 0

平 成 2 8 年 度 -                           2 5 ,2 6 5 ,7 0 7 ,0 0 0 2 ,2 4 2 ,2 3 6 ,1 5 8 2 3 7 ,3 6 6 ,4 7 9 ,0 0 0

平 成 2 9 年 度 -                           2 2 ,9 4 7 ,3 4 1 ,0 0 0 1 ,6 1 8 ,4 4 7 ,3 1 9 2 1 4 ,4 1 9 ,1 3 8 ,0 0 0

平 成 3 0 年 度 -                           1 9 ,9 6 5 ,7 0 0 ,0 0 0 1 ,0 5 5 ,8 7 1 ,7 1 6 1 9 4 ,4 5 3 ,4 3 8 ,0 0 0

平 成 3 1 年 度 -                           1 7 ,1 5 4 ,3 2 4 ,0 0 0 5 3 3 ,6 4 5 ,4 2 8             1 7 7 ,2 9 9 ,1 1 4 ,0 0 0

平 成 3 2 年 度 -                           1 4 ,8 7 0 ,3 2 3 ,0 0 0 2 0 8 ,8 0 7 ,9 4 5             1 6 2 ,4 2 8 ,7 9 1 ,0 0 0

平 成 3 3 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           1 4 8 ,3 3 4 ,1 6 1 ,0 0 0

平 成 3 4 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           1 3 4 ,2 3 9 ,5 3 1 ,0 0 0

平 成 3 5 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           1 2 0 ,1 4 4 ,9 0 1 ,0 0 0

平 成 3 6 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           1 0 6 ,0 5 0 ,2 7 1 ,0 0 0

平 成 3 7 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           9 1 ,9 5 5 ,6 4 1 ,0 0 0

平 成 3 8 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           7 7 ,8 6 1 ,0 1 1 ,0 0 0

平 成 3 9 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           6 3 ,7 6 6 ,3 8 1 ,0 0 0

平 成 4 0 年 度 -                           1 4 ,0 9 4 ,6 3 0 ,0 0 0 -                           4 9 ,6 7 1 ,7 5 1 ,0 0 0

平 成 4 1 年 度 -                           1 3 ,5 2 5 ,9 5 3 ,0 0 0 -                           3 6 ,1 4 5 ,7 9 8 ,0 0 0

平 成 4 2 年 度 -                           1 1 ,2 1 1 ,6 7 7 ,0 0 0 -                           2 4 ,9 3 4 ,1 2 1 ,0 0 0

平 成 4 3 年 度 -                           9 ,1 5 0 ,5 9 1 ,0 0 0 -                           1 5 ,7 8 3 ,5 3 0 ,0 0 0

平 成 4 4 年 度 -                           7 ,1 5 7 ,3 0 9 ,0 0 0 -                           8 ,6 2 6 ,2 2 1 ,0 0 0

平 成 4 5 年 度 -                           4 ,9 7 6 ,8 8 7 ,0 0 0 -                           3 ,6 4 9 ,3 3 4 ,0 0 0

平 成 4 6 年 度 -                           2 ,6 1 2 ,5 3 3 ,0 0 0 -                           1 ,0 3 6 ,8 0 1 ,0 0 0

平 成 4 7 年 度 -                           1 ,0 3 6 ,8 0 1 ,0 0 0 -                           0

合 計 4 2 4 ,9 0 0 ,7 3 1 ,0 0 0 4 2 4 ,9 0 0 ,7 3 1 ,0 0 0 4 6 ,4 2 6 ,3 1 6 ,4 6 5

※ １ 　 元 金 償 還 額 に は 繰 上 償 還 額 も 含 む 。

※ ２ 　 見 直 し 後 の 利 率 が 未 確 定 の 利 息 は 反 映 し て い な い 、 ま た 利 子 支 払 い 額 に は 繰 上 償 還 に 伴 う 経 過 利 息

施 設 費 貸 付 金 の 回 収 計 画 表



 

項目別－52 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【知的財産等】 
（保有資産全般の見直し） 
・ 特許権等の知的財産について、法人におけ

る保有の必要性の検討状況は適切か。 
 
・ 検討の結果、知的財産の整理等を行うこと

になった場合には、その法人の取組状況

や進捗状況等は適切か。 
 
（資産の運用・管理） 
・ 特許権等の知的財産について、特許出願

や知的財産活用に関する方針の策定状況

 

   承継債務償還については、項目別 42 頁「（２）承継債務償還」に掲載。 

   なお、償還計画については、以下のとおり。 

 

４．特許権等の知的財産について 
 特許権等の知的財産については、該当はない。 

 

（単 位 ：円 ）

承 継 額 元 金 償 還 利 子 償 還 債 務 残 高

平 成 １６年 度 1 ,0 04 ,7 36 ,5 62 ,0 00 77 ,1 2 9 ,4 4 5 ,0 0 0 3 0 ,9 8 5 ,1 24 ,7 45 927 ,6 0 7 ,1 1 7 ,0 0 0

平 成 １７年 度 75 ,93 1 ,1 6 2 ,0 0 0 2 8 ,0 1 3 ,5 97 ,5 53 851 ,6 7 5 ,9 5 5 ,0 0 0

平 成 １８年 度 76 ,54 7 ,7 1 2 ,0 0 0 2 5 ,2 0 1 ,5 07 ,4 65 775 ,1 2 8 ,2 4 3 ,0 0 0

平 成 １９年 度 76 ,83 7 ,4 0 1 ,0 0 0 2 2 ,4 9 7 ,9 65 ,8 39 698 ,2 9 0 ,8 4 2 ,0 0 0

平 成 ２０年 度 73 ,79 7 ,8 3 0 ,0 0 0 1 9 ,9 3 6 ,9 65 ,0 88 624 ,4 9 3 ,0 1 2 ,0 0 0

平 成 ２１年 度 66 ,18 0 ,8 2 0 ,0 0 0 1 7 ,1 6 3 ,3 49 ,3 85 558 ,3 1 2 ,1 9 2 ,0 0 0

平 成 ２２年 度 61 ,43 5 ,2 1 3 ,0 0 0 1 4 ,8 0 0 ,9 98 ,8 66 496 ,8 7 6 ,9 7 9 ,0 0 0

平 成 ２３年 度 59 ,08 4 ,1 5 9 ,0 0 0 1 2 ,6 5 7 ,4 56 ,1 68 437 ,7 9 2 ,8 2 0 ,0 0 0

平 成 ２４年 度 54 ,94 8 ,6 5 8 ,0 0 0 1 0 ,2 8 8 ,1 58 ,0 02 382 ,8 4 4 ,1 6 2 ,0 0 0

平 成 ２５年 度 50 ,61 1 ,0 3 6 ,0 0 0 8 ,3 6 7 ,2 85 ,8 96 332 ,2 3 3 ,1 2 6 ,0 0 0

平 成 ２６年 度 46 ,10 7 ,5 4 4 ,0 0 0 6 ,3 9 5 ,7 69 ,0 99 286 ,1 2 5 ,5 8 2 ,0 0 0

平 成 ２７年 度 43 ,47 7 ,5 4 4 ,0 0 0 5 ,0 2 9 ,5 56 ,5 99 242 ,6 4 8 ,0 3 8 ,0 0 0

平 成 ２８年 度 40 ,77 2 ,5 4 4 ,0 0 0 3 ,8 3 3 ,7 84 ,0 99 201 ,8 7 5 ,4 9 4 ,0 0 0

平 成 ２９年 度 37 ,65 7 ,5 4 4 ,0 0 0 2 ,7 9 6 ,4 52 ,8 49 164 ,2 1 7 ,9 5 0 ,0 0 0

平 成 ３０年 度 33 ,03 7 ,5 4 4 ,0 0 0 1 ,9 1 0 ,9 07 ,8 49 131 ,1 8 0 ,4 0 6 ,0 0 0

平 成 ３１年 度 28 ,48 5 ,0 4 4 ,0 0 0 1 ,2 5 0 ,3 59 ,0 99 102 ,6 9 5 ,3 6 2 ,0 0 0

平 成 ３２年 度 24 ,45 7 ,5 4 4 ,0 0 0 76 7 ,3 01 ,5 99 7 8 ,2 3 7 ,8 1 8 ,0 0 0

平 成 ３３年 度 19 ,90 5 ,0 4 4 ,0 0 0 44 3 ,8 59 ,0 99 5 8 ,3 3 2 ,7 7 4 ,0 0 0

平 成 ３４年 度 16 ,55 0 ,0 4 4 ,0 0 0 25 2 ,1 84 ,0 99 4 1 ,7 8 2 ,7 3 0 ,0 0 0

平 成 ３５年 度 13 ,59 1 ,9 6 9 ,0 0 0 12 8 ,1 29 ,0 99 2 8 ,1 9 0 ,7 6 1 ,0 0 0

平 成 ３６年 度 10 ,63 4 ,7 6 9 ,0 0 0 5 1 ,1 36 ,5 62 1 7 ,5 5 5 ,9 9 2 ,0 0 0

平 成 ３７年 度 8 ,00 6 ,5 6 9 ,0 0 0 8 ,6 94 ,4 50 9 ,5 4 9 ,4 2 3 ,0 0 0

平 成 ３８年 度 5 ,38 7 ,4 9 4 ,0 0 0 4 ,1 6 1 ,9 2 9 ,0 0 0

平 成 ３９年 度 3 ,13 5 ,3 3 8 ,0 0 0 1 ,0 2 6 ,5 9 1 ,0 0 0

平 成 ４０年 度 1 ,02 6 ,5 9 1 ,0 0 0 0

合 計 1 ,004 ,7 3 6 ,5 6 2 ,0 0 0 21 2 ,7 8 0 ,5 43 ,5 09 0

※ 　平 成 １６年 度 の セ ン ター 負 担 分 の う ち 、3 ,75 0百 万 円 は 附 属 病 院 整 備 以 外 に 係 る 債 務 元 金 分 で あ る 。

※ 　利 子 に つ い て は 確 定 分 の み で あ り、見 直 し利 率 が 未 確 定 の も の は 未 反 映 で あ る 。

承 継 債 務 に 係 る 償 還 計 画 表

年 度
財 政 融 資 資 金 へ の 償 還



 

項目別－53 

や体制の整備状況は適切か。 
 
・ 実施許諾に至っていない知的財産の活

用を推進するための取組は適切か。 
 
【施設及び整備に関する計画】 
・ 施設及び整備に関する計画は有るか。有る

場合は、当該計画の進捗は順調か。 
 

 

 

(中項目)Ⅲ－２】 ２ 自己収入の確保 【評定】 Ｂ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

４ 自己収入の確保 

 大学共同利用施設について適正な利用料の徴収を行うとともに、利用率の向上に努める。 

 

Ｓ    

評価基準 実績 分析・評価 

４ 自己収入の確保 

大学共同利用施設について適正な利用料

の徴収を行うとともに、利用率の向上に努め

る 

○ 大学共同利用施設に係る収入 

 大学共同利用施設については、ＤＭ 発送など利用促進のための広 

 報活動の充実を実施したが、平成23年３月11日に発生した東日本大震

 災によるキャンセルが主な要因となり、以下の貸付料収入となった。 

・学術総合センターの共用会議室113,745千円（ 126,575千円） 

※（） 書は平成21年度の実績。 

○東日本大震災以後のキャンセル事情を特殊要因とみても、

昨年度実績を下回っており、一層の努力が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項目別－54 

【(中項目)Ⅲ－３】 ３ 人件費の削減 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

  ５ 人件費の削減 

平成 22 年度の常勤役職員に係る人件費を平成 17 年度（254 百万円）に比べて５．０％以上削減する。ただし、平成

18 年度以降の人事院勧告を踏まえた給与改定分については、削減対象から除く。なお、人件費の範囲は、報酬（給

与）、賞与、その他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まない。その際、国家公

務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の給与について、必要な見直しを行う。 

さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の

取組を踏まえ、人件費改革を平成２３年度まで継続する。 

なお、職員の給与水準については、独立行政法人整理合理化計画に基づいた給与改革を進める。 

A    

評価基準 実績 分析・評価 

５ 人件費の削減 

    平成 22 年度の常勤役職員に係る人件費 

  については、中期計画を達成するため平成 

  17 年度に比べて５％以上を削減する。ただ  

  し、今後の人事院勧告を踏まえた 

    給与改定分については、削減対象から除 

  く。なお、人件費の範囲は、報酬（給与、賞 

 与、その他の手当であり、退職金、福利厚生 

 費（法定福利費及び法定外福利費）は含まな 

 い。その際、国家公務員の給与構造改革を 

 踏まえ、役職員の給与について、必要な見直 

 しを行う。 

なお、職員の給与水準については、独立行

政法人整理合理化計画に基づいた給与改革

を進める。 

 

【総人件費改革への対応】 
・ 取組開始からの経過年数に応じ取組が順

調か。また、法人の取組は適切か。 
 
【給与水準】 
・ 給与水準の高い理由及び講ずる措置（法人

の設定する目標水準を含む）が、国民に対

① 常勤役職員に係る人件費 

 平成 22 年度の常勤役職員に係る人件費の決算額は、212,018 円で

  あった。これは、平成 17 年度の決算額 252,248 千円に対し 15 .9％ の

 削減となり、総人件費改革の目標を十分に上回る実績となった。 

 

② 給与規則等の見直し 

 国からの要請に基づき、平成 22 年 11 月 30 日付給与法改正に準 

 拠し、俸給月額の減額改定、期末・勤勉手当の年間支給割合を引き下

 げ、55 歳を超える職員の俸給月額等の減額措置及び病気休暇による

 俸給の半減に係る結核性疾患の場合の特例措置の廃止等を行うため

 に「役員給与規則」及び「職員給与規則」等の必要な改正を行った。 

 

③ 事務職員の給与水準 

 平成 22 年度の事務職員の給与水準については、対国家公務員指 

数（法人基準年齢階層ラスパイレス指数） は 102.5 となった。 

  これは、当センターの所在地が地域手当の支給地であることが主 

な要因であり、地域を勘案した指数は 96.3 となり、国家公務員よりも 

低い水準である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人件費の削減について、毎年度継続した努力が図られてお

り、評価できる。                             

 

 

○事務職員の給与水準については、ラスパイレス指数が高い

ものの、地域を勘案した指数は国家公務員と同程度以下の水

準であり、特段の問題はないものと考えられる。 



 

項目別－55 

して納得の得られるものとなっているか。 
・ 法人の給与水準自体が社会的な理解の得

られる水準となっているか。 
・ 国の財政支出割合の大きい法人及び累積

欠損金のある法人について、国の財政支

出規模や累積欠損の状況を踏まえた給与

水準の適切性に関して検証されているか。 
 
 
 
 
 
【諸手当・法定外福利費】 
・ 法人の福利厚生費について、法人の事務・

事業の公共性、業務運営の効率性及び国

民の信頼確保の観点から、必要な見直しが

行われているか。 
 

 

 

 

 

 

  

 ④  レクリエーション経費、国とは異なる諸手当の状況 

  レクリエーション経費及び国とは異なる諸手当について、該当はない。 

 

⑤ 法定外福利費の状況 

法定外福利費については、下記の支出実績があった。 

   ・外国人研究員宿舎借上費 92 千円 

   ・役員宿舎借上費（手数料等含む） 1,485 千円 

   ・健康診断費 313 千円 

   ・役員普通傷害保険料 310 千円 

   ・職員労災保険（ 法定外補償） 92 千円 

 

 

 

【一般管理費の削減状況】                    （単位：千円） 

 22 年度予算 22 年度実績 削減割合 

一般管理費 

（人件費除く） 

100,839 86,805 － 

人件費（管理系） 92,711 80,020 － 

合計 193,550 166,825 13.8％ 

 

【事業費の削減状況】                       （単位：千円） 

 22 年度予算 22 年度実績 削減割合 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特段の問題なし。 
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業務経費 

（人件費除く） 

90,680 64,052 － 

人件費（事業系） 170,198 159,853 － 

合計 260,878 223,905 14.1％ 

 

【総人件費改革への対応】                    （単位：千円） 

 17 年度実績 22 年度実績 

人件費決算額 252,248 212,018

対 17 年度人件

費削減率 
－ △15.9％

対 17 年度人件

費削減率（補正

値） 

－ △12.7％

 

 

 

【(大項目)Ⅳ】 Ⅳ 短期借入金の限度額 【評定】 

－ 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

１ 短期借入金の限度額 

    101 億円とする。 

２ 想定される理由 

   運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法人の債務償還遅延（この 

場合の借換えは行わない。）等が生じた場合に対応するため 

－    

評価基準 実績 分析・評価 

１ 短期借入金の限度額 

 101 億円とする。 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れの遅延、承継債務償 

還及び施設費貸付事業に係る関係国立大学法

人の債務償還遅延（この場合の借換えは行わな 

い。）等が生じた場合に対応するため。 

 
 

平成 22 年度において、実績はなかった。 － 
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・ 短期借入金は有るか。有る場合は、その額

及び必要性は適切か。 
 

 

【(大項目)Ⅴ】 Ⅴ 重要な財産の処分等に関する計画 【評定】 

－ 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

予定なし。 

－    

評価基準 実績 分析・評価 

予定なし。 

 

・ 重要な財産の処分に関する計画は有るか。

ある場合は、計画に沿って順調に処分に向

けた手続きが進められているか。 

【重要な財産の処分に関する計画の有無及びその進捗状況】 

平成 22 年度において、実績はなかった。 

 

－ 

 

 
【(大項目)Ⅵ】 Ⅵ 剰余金の使途 【評定】 Ａ 

 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

・ 調査研究の充実 

・ 情報提供の充実 
A    

評価基準 実績 分析・評価 

・ 調査研究の充実 

・ 情報提供の充実 

 
・ 積立金の支出は有るか。有る場合は、その

使途は中期計画と整合しているか。 
 

・ 目的積立金は有るか。有る場合は、活用計

画等の活用方策を定める等、適切に活用さ

れているか。 

平成 22 年度においては、第１ 期中期目標期間繰越積立金のうち

15,679 千円を取崩し、第１期中期目標期間において自己収入で購入し

た固定資産の減価償却額に充当した（※ ）。 

※ ）現金の支出を伴わない、会計上の処理である。 

○適切な処理が行われている。 
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【(大項目)Ⅶ】 Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 
【評定】Ａ 

(中項目)Ⅶ－１】 １ 人事管理の状況 
【評定】Ａ 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

１ 人事に関する計画 

 （１）方針 

 ① 限られた人員での効率的・効果的な業務の遂行を実現するため、業務量の変動に応じた柔軟な組織体制を構築す  

  るとともに、人事交流により質の高い人材の確保を図り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。 

 ② 専門的研修事業等の活用により、職員の専門性を高めるとともに、意識向上を図る。 

 

 （２）人員に係る指標 

   常勤職員数については、抑制を図る。 

 

 （参考１） 

 ① 期初の常勤職員数：26 人 

 ② 期末の常勤職員数見込み：26 人 

 （参考２） 

 中期目標期間中の人件費総額 

 中期目標期間中の人件費総額見込み 1,193 百万円 

  ただし、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対する報酬（給与）、賞与、その他の手当であり、退職金、福

利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まない。 

A    

評価基準 実績 分析・評価 

１ 人事に関する計画 

（１）方針 

① 限られた人員での効率的・効果的な業務 

 の遂行を実現するため、業務量の変動に応 

 じた柔軟な組織体制を構築するとともに、 

 人事交流により質の高い人材の確保を図 

  り、職員の計画的かつ適正な配置を行う。 

② 専門的研修事業等の活用により、職員 

 の専門性を高めるとともに、意識向上を図 

 る。 

 

① 人事管理の方針 

  平成 22 年度については、平成 21 年５月末で研究部長（教授） が退

  職したため欠員となっていたポストについて、平成 22 年４月に教授１  

  名を採用し、同者が新たな研究部長に就任した。平成 22 年度は研究  

  部長１名、教育研究職員３名の体制となった。 

  人事交流については、当センターの業務が国立大学法人等全体に 

  関わるものであることから、例えば、国立大学法人からの交流者にとっ

  ては、当センターでの職務で幅広い知識や情報が得られることにより、

  専門性の向上が図られ、また、当センターにとっては、交流者の国立大

  学での現場経験が業務強化につながるなど、人事交流を行う組織や  

  個々の職員にとってメリットのある交流を実施した。 

○人事交流により質の高い人材の確保が図られ、職員の計

画的かつ適正な配置が行われていると判断される。     

○適切な人事計画のもとで効率的な配置がなされている。    
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（２）人員に係る指標 

常勤職員数については、抑制を図る。 

（参考１） 

平成 22 年度の常勤職員数 26 人 

（参考２） 

平成 22 年度の人件費総額見込み 

 234 百万円 

 ただし、上記の額は、常勤役員及び常勤 

  職員に対する報酬（給与）、賞与、その他の手

  であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及 

 び法定外福利費）は含まない。 

 

【人事に関する計画】 
・ 人事に関する計画は有るか。有る場合は、

当該計画の進捗は順調か。 
・ 人事管理は適切に行われているか。 
 

 

 

② 職員研修 

 職員の専門性の強化や意識改革を図るため、受講対象者の要件に

  該当する職員がいる場合には、可能な限り参加させている。平成 22 年

  度は、19 件の研修に延べ 32 名が参加（対前年度比：５件増、６名増） 

  した。 
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(中項目)Ⅶ－２】 ２ 中期目標期間を超える債務負担の状況 【評定】  Ａ 
 

H21    

【法人の達成すべき目標（計画）の概要】 

２ 中期目標期間を超える債務負担の状況 

A    
評価基準 実績 分析・評価 
【中期目標期間を超える債務負担】 
・ 中期目標期間を超える債務負担は有るか。

有る場合は、その理由は適切か。 

 

74,655 百万円の償還を行った。 ○適切に実施されている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


